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１．開会の辞 

 

独立行政法人国際協力機構 人間開発部部長 

菊地 文夫 

 

本日はお忙しいところ、本セミナーにご来場くださいまして、まことにありがとうございます。

また、日ごろからJICAの事業に対するご理解、ご支援を賜り、この場をお借りしてお礼を申し上げ

ます。本セミナーは、文部科学省及び国際協力銀行（JBIC）にご後援をいただいて実施するもので

ございます。私自身も、先日までベトナム事務所長として、いくつかの高等教育案件の立ち上げに

携わってきており、本日のテーマには大変関心を持っております。 
さて、教育分野は国や地域の発展のために最も重要なセクターの一つであることは言うまでもあ

りません。日本は、明治以降教育を国の重点政策として推し進めてきており、天然資源の乏しい日

本が今日の発展を遂げた要因として、教育の普及と科学技術の振興が果たした役割は極めて大きか

ったと思います。 
情報通信、物流インフラが発達した今日では、人・モノ・カネが非常に速いスピードで世界中を

移動し、グローバリゼーションが浸透しています。また、モノやカネと並んで、情報や知識が重要

視されてきており、私たちは自分たちの持つ「知識」を蓄積し活用することをこれまで以上に求め

られています。途上国において、そのような知識・経験が蓄積されているのが高等教育機関といえ

るのではないでしょうか。 
さらに、「万人のための教育」のスローガンの下すすめられてきた基礎教育の普及にともない、ポ

ストプライマリー、あるいは、ポストセカンダリーへの取り組みも重要になっております。こうし

たことから、途上国における高等教育の役割と重要性が見直されつつあります。 
一方、日本の大学を取り巻く状況を見ますと、国際協力や地域との連携を積極的に進める大学が

増えてきております。日本の多くの大学が、地域連携推進センターや産学連携本部を設立し、地域

に開かれた大学、地域の課題に対応できる大学を目指しております。これら日本の大学の経験は、

大学自身の発展に役立つのみならず、途上国の高等教育支援にも役立つものであろうと期待されま

す。 
JICAは長年にわたって高等教育分野への支援を実施してきておりますが、最近では、従来のアプ

ローチとは異なる取り組みを実践してきております。すなわち、従来はアセアン地域を中心とした、

「国を牽引するリーダーの育成」や「研究機能の強化」を目的とした協力を実施してきましたが、

近年は地域内の高等教育機関ネットワークの構築や高等教育機関に蓄積された「知」の積極的な応

用を意識し、大学の産業や地域との連携を後押しし、社会に貢献する大学の機能を支援するプロジ

ェクトを実践してきております。 
本日のセミナーでは、龍谷大学から河村能夫（かわむら よしお）先生、九州大学から糸井龍一

（いとい りゅういち）先生をお招きし、地域の開発において高等教育がどのような役割を果たし

うるのか、また、日本の大学のどのような経験が国際協力に活かされるのかといった観点からそれ

ぞれお話をいただきます。さらに、セミナー後半では、国際開発ジャーナルの荒木光彌（あらき 

みつや）さん、JBICの宮尾百合子（みやお ゆりこ）さんにも加わっていただき、パネルディスカ

ッションを通じて、会場の皆さんと今回のテーマについて理解を深めていければと考えております。 
2008年にはJICAとJBICとの統合が予定されており、高等教育分野においてもさらに充実した協力

を実施することが期待されております。本セミナーの内容が、高等教育分野へのより効果的なアプ

ローチの開拓、関係者間でのネットワークの形成の契機になることを祈念して、開会の挨拶といた

します。ありがとうございました。 
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２．プレゼンテーション・講演 

 

２‐１ 高等教育分野におけるJICAの取り組み 

独立行政法人国際協力機構 人間開発部第二グループ技術教育チーム長 

渡辺元治 

 

 

○ 司会   
それでは、JICA人間開発部技術教育チーム、

渡辺元治より、プレゼンテーション「高等教育
分野におけるJICAの取り組み」を発表させてい
ただきます。 
 
○ 渡辺   

ただいまご紹介頂きました、JICA人間開発
部技術教育チームの渡辺と申します。 
 本日のセミナーテーマである「国際協力に
おける高等教育の役割～地域に届くアプロー

チとは～」に先立ち、このテーマに対する
JICAの取り組みについて、簡単にご説明した
いと思います。 
 本発表では、高等教育支援を取り巻く状況、
JICAで実施しているプロジェクトの事例を中
心にご説明させて頂きます。 
 
高等教育を取り巻く状況 

まず、高等教育を取り巻く状況について3点
挙げたいと思います。 

1点目に、「産業型社会から知識型社会への移
行」があります。すなわち、必要な知識を創り
出し応用する能力を持って、経済発展に貢献し
ていくという世の中に変わりつつあるという点
です。2点目に、「経済・社会のグローバル化」

です。このグローバル化はICTや運輸インフラ
の進捗によって急速に進んでおります。このよ
うな状況下で、発展途上国も競争にさらされて
いるという現実があります。これらの競争に対
応していくためには、途上国としても、知識を
蓄積し、創出していかなければなりません。ま

た、それに対応できる人材の育成が求められて
いると思います。3点目に、「高等教育への需要
の高まり」です。初等教育、中等教育の充実に
伴い、高等教育進学者数が非常に増えています。
特にアセアン地域においては、経済状況の向上
に伴い、大学進学が可能な状況になってきてい

ることから、高等教育への需要が高まっている
と言えます。 

こうした経緯から、90年の「Education for 
All」のイニシアティブの開始以降、90年代か
ら2000年前半にかけて主流となってきた基礎教
育支援に加え、徐々に高等教育も見直されつつ

あるということが言えます。ユネスコは、これ

を背景に、98年に高等教育会議を実施し、「開
発途上国における高等教育」という報告書を世
界銀行と共同でまとめております。 

地域別高等教育就学者数
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高等教育進学者数の増加については、全世界

トータルで、2000年から2004年の数年間に、約
20～30％が高等教育に進むようになっています。
その中でも東アジア地域、特に韓国と中国にお
ける伸びが非常に高く、その他の地域でも徐々
に伸びつつあります。 

こうしたことを背景に、教育分野の援助額を
示したのがこちらの図です。 

教育分野への援助額の推移（DAC加盟国）
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やはり90年代後半から2000年初めにかけて、

DAC加盟国における教育への支援予算が大きく

伸びています。特に近年、白い部分で示された

高等教育支援における伸びが非常に大きいこと

が分かります。勿論、高等教育への支援は、一

件当たりの金額が比較的大きく、基礎教育への
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支援と一概に比較することは困難ですが、概ね

増えつつある傾向が読み取れると言って差し支

えないと考えています。 
 

高等教育の役割 

次に、高等教育の役割を考えるにあたり、高

等教育の機能について考えてみたいと思います。 

開発における高等教育の役割とは？

教育 研究

社会貢献

国づくりを担う
人材の育成

社会の問題を解決する
知見の創出

知見・経験の社会へ
の直接的還元

 

開発における高等教育の役割は、「教育」、

「研究」、「社会貢献」の三つに整理されると考

えております。国づくりを担う人材の育成、そ

の国の問題を解決する知見を創出する研究、そ

して教育と研究の両輪の上に成り立つ社会貢献

です。ここでの社会貢献には、研究成果の地域

への裨益のような間接的貢献だけでなく、より

直接的な地域への貢献が含まれます。また、こ

の社会貢献活動から得られた知見は、教育の内

容、研究の内容にフィードバックされ向上する

という意味で、双方向の矢印になっております。 

 

では、この高等教育の三つの役割に対してど
のような協力のアプローチがあるかというと、
「研究能力の向上」、「教育の質の向上」、「地域
との連携」、「産業界との連携強化を行う社会貢
献」、「高等教育の機能を支えるマネジメント」

などが考えられます。これらを通じて、最終的

に「国づくりの基盤となる高等教育の確立」を
目指すというアプローチを考えております。 

これらを踏まえて、本日のセミナーの論点に
ついて見ていきたいと思います。昨年度、JICA
はこれまで行ったJICAの高等教育案件のレビュ
ーを行いました。その中で、これまでの協力を

更なる改善のために幾つかの提言を行っており
ます。 

一つ目が、南南協力への展開です。例えば、
大学同士のネットワーク化などです。二つ目に、
マネジメント改善に向けた支援、三つ目に、日
本の国内の大学との継続的な連携関係の構築と

社会貢献の実践を行うような案件の形成です。
この社会貢献の実践型案件が本日のテーマと非
常に密接に関係しています。 

セミナーの論点（１）

 高等教育機関の「社会貢献」がどのように地域の開
発に貢献しえるか？

途上国社会

教育 研究

社会貢献

地域社会

先進国

高等教育機関

高等教育機関

協力・支援

社会活動・連携

 
 

セミナーの論点（１）

途上国社会

地域社会

高等教育機関

途上国大学が地域開発に
取り組む意義は？

地域のニーズよりも最先
端の研究に目が向きがち

では？

大学から地域への効
果的なアプローチは？

途上国地域社会が期
待する大学の役割

は？

教育 研究

社会貢献

社会活動・連携

 

次に、本セミナーの論点を更に見ていきます。
先進国の大学と日本の大学、途上国の大学、地
域社会、この3極で考えていきたいと思います。
ここで出てくる論点とは、高等教育機関がどの
ように地域の開発に貢献し得るかということで
す。更に掘り下げますと、そもそも途上国の大

学が地域開発に取り組む意義は何なのか、大学
は先端技術の開発や人材育成を担うべきではな
いのかという考えもあろうかと思います。また、
大学から地域に対する効果的なアプローチとは
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どういうものであるのか、更には、地域社会側
が大学に対して期待するものは何なのかといっ
たことが論点として挙がってくるかと思います。 

セミナーの論点（２）

 日本の大学の経験をどのように活かせる
か？

途上国社会

教育 研究

社会貢献

地域社会

先進国

高等教育機関

高等教育機関

協力・支援

社会活動・連携

 

セミナーの論点（２）

途上国社会

先進国

高等教育機関

高等教育機関

協力・支援

日本の大学が国際協力に
取り組む意義は？

日本の大学が有する
経験で国際協力に活

用できるものは？
どのような協力のあり
方が考えられるか？

 

続いて、二つ目の論点ですが、日本の大学の
経験がどのように活用できるかという点を見て
みます。ここでの論点は、そもそも日本の大学
が国際協力に取り組む意義はどこにあるのか、
また、どのような協力の仕方があり得るのか、

そして日本の大学が有する経験で国際協力に活
用できるものは何なのかという点です。 
 
プロジェクト事例の紹介 

これらを踏まえつつ、JICAプロジェクトの中
で、特に地域開発、産業との連携を意識した事

例についてご説明したいと思います。本日は三
つのプロジェクトを例としてご紹介します。 

 
事例１：ベトナムのホーチミン工科大学地域

連携機能強化プロジェクト 
まず、ベトナムのホーチミン工科大学地域連

携機能強化プロジェクトを紹介します。このプ
ロジェクトは大学の研究機能を活用して地域開
発と連携を図っていく協力で、地場産業の育成
や地域での技術の向上、更には貧困の削減を狙
いとしています。 

ホーチミン工科大学地域連携機能強化プロジェクト

教育 研究

社会貢献 地域社会
日本

ホーチミン工科大学

豊橋技術科学大学など

開発された技術の活用・地域ニーズの発掘
・地域連携案件の形成

地域連携活動が大学内で
制度化される。

 

日本の大学からホーチミン工科大学へ支援す

るという構図です。その際、最初に、地域連携

活動を大学の中で制度化されることが認知され

ることが重要になります。そして、大学が地域

のニーズを発掘して地域に役立つ研究開発を行

い、それが地域社会に普及していくという、三

つの活動を考えています。 

At Cacao plantation in TG

At Shirmp ponds in TG

ホーチミン工科大学地域連携機能強化プロジェクト

 

これはフィールド調査の様子ですプロジェク

トではエビやナマズの養殖や加工、カカオの栽

培、加工に関してフィールド調査を通じて生産

性向上や商品開発につなげています。 

ホーチミン工科大学地域連携機能強化プロジェクト

At a catfish processing 
factory in AG

At Hau river in AG
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事例２：アセアン工学系高等教育ネットワー
ク（SEED-Net） 

次に、アセアン工学系高等教育ネットワーク
というプロジェクトをご紹介します。これはア
セアン10か国の19大学を対象に協力を行ってい
るプロジェクトで、日本国内の11大学に支援を

頂いております。日本の大学も含めて、これら
の大学のネットワーク化を図り、大学の教育研
究機能を強化させていくというのが狙いです。
その活動の中で、共同研究、域内留学などが行
われますが、特にこのプロジェクトでは、アセ
アン域内の共通課題への対応にも取り組み始め

ています。 

アセアン工学系高等教育ネットワーク
（AUN/SEED-Net）

JICA/JSUC (11) 

• Hokkaido University 
• Keio Universit y 
• K yoto University 
• K yushu  U niversity     
• Nation al Graduate In stitute for  
  Po licy Stu dies 
• Shibaura Institute o f Technology 
• To kai Un iversity  
• To kyo Institu te of T echnology 
• To yohashi University of  Technolo gy 
• Universit y of Tokyo 
• Wased a U niversity 

• U Y 
• YT U 

• BU U 
• CU  
• KMITL 

• ITC 

• UM 
• USM 

• NTU 
• NU S 

• IT B(BRU ) 
• UB D 

• NU OL 

• HC MU T 
• HU T 

• D LSU  
• U P 

•ITB (INA) 
•U GM 

 

 

アセアン工学系高等教育ネットワーク
（AUN/SEED-Net）

• 北海道大学 Hokkaido University (HOKKAIDO)

• 慶応義塾大学 Keio University                                    (KEIO)

• 京都大学 Kyoto University                                  (KYOTO)

• 九州大学 Kyushu University                               (KYUSHU)

• 政策研究大学院大学 National Graduate Institute for Policy Science (GRIPS)

• 芝浦工業大学 Shibaura Institute of Technology       (ShibauraIT)

• 東海大学 Tokai University                                   (TOKAI)

• 東京工業大学 Tokyo Institute of Technology            (TITech)

• 豊橋技術科学大学 Toyohashi University of Technology (TUT)

• 東京大学 University of Tokyo                              (TOKYO)

• 早稲田大学 Waseda University                               (WASEDA)

日本国内支援大学（11大学）

 

アセアン工学系高等教育ネットワーク
（AUN/SEED-Net）
 地域共通の課題への取り組み（例：津波対策、地震

対策、洪水対策の取り組み）

教育 研究

社会貢献 地域社会
日本

高等教育機関

高等教育機関

自然災害対策
調査・研究

防災分野の人材育成

調査結果の被災地住
民・関係自治体への

フィードバック

協働した防災対策の
実践

ワークショップの実施

 

これは地域共通の課題への取り組みの一例で、

防災分野の取り組みです。日本の支援大学から

途上国のメンバー大学に対して、ワークショッ

プや専門家の派遣を通じて技術的な支援を行い、

途上国の高等教育機関側ではその分野の人材育

成、研究開発を行います。それが最終的には地

域社会における防災対策に役立つことを目的と

しています。 

アセアン工学系高等教育ネットワーク
（AUN/SEED-Net）

ジョグジャカルタ地震復興セミナーの様子

 

これはジョグジャカルタでの地震の際のセミ

ナーです。このような復興支援に関するセミナ

ーのオーガナイズなども活動の一環として行わ

れています。 
 

事例３：アフリカ人造り拠点（AICAD）プロジ

ェクト  
三つ目は、アフリカ人造り拠点（AICAD）プ

ロジェクトの事例です。これは日本が長年協力

して参りました、ジョモ・ケニヤッタ農工大学

の中にAICADというインスティテュートを作り、

域内のケニア、タンザニア、ウガンダの3か国

15大学とのネットワーク化を図り、域内の貧困

削減に貢献する技術開発、人材の育成を行うこ

とを目的としたプロジェクトです。 

アフリカ人造り拠点（AICAD）

教育 研究

社会貢献

地域社会／NGO

日本

高等教育機関

高等教育機関
研究に関する知見・

情報の提供

研究開発支援

AICAD

開発技術の普及支援

 

日本からAICADに対して支援を行い、それが
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地域の大学に裨益するという構想です。AICAD
での研究開発及び人材育成の結果が、最終的に

は地域社会に対して裨益するということを狙っ

ていますので、その際には地域のコミュニティ

ベースの機関やNGOとの連携が欠かせないと考

えています。 

アフリカ人造り拠点（AICAD）

 NGOやコミュニティとの連携を重視した共同研究

・食糧生産と加工

・水資源管理

・低コスト住宅開発とエネルギー供給

・環境保護

・中小企業育成

 域内研修を通じた知識・技術の

コミュニティーへの普及

 

 このように、AICADでは実際に貧困削減に役

立つ実践的な技術開発に取り組んでいます。ま

た、域内の研修を通じて、知識・技術をもつ人

材を育成し、それをコミュニティに裨益させて

いくという取り組みを行っています。 

アフリカ人造り拠点（AICAD）

Milk Processing and Preservation

 

これはミルクの保存技術に関しての技術開発

の様子です。 
 
以上、JICAの中で特に地域開発や産業連携を

意識した取り組みについてご紹介いたしました。 
 

大学による国際協力 

これまでJICAが協力を行う中で、大学の皆様

からのご支援が欠かせない状況であった訳です

が、ここで、JICAと日本の大学との連携につい

て、特に連携メニューについてご紹介したいと

思います。 
 

 

様々な連携メニューがありますが、従来から

プロジェクトへの参画という形で協力を頂いて

います。例えば、専門家の派遣、研修員の受け

入れなどです。従来は、教室単位や学科単位で

の参画が多かったのですが、最近はプロジェク

トの実施部分を一括して大学に引き受けて頂く

という取り組みに移行しつつあります。 

 

例えば、JICAが途上国のニーズをもとに設計

したプロジェクトについて、公示をかけ、それ

に対応できる大学に手を挙げていただくという

形です。勿論、競争になる訳ですが、最終的に

対応可能な大学に受注して頂き、実施の部分を

担って頂くという流れです。詳細は、JICAホー

ムページの大学連携の箇所、又は調達の箇所に

記載していますので、ご確認頂ければ幸いです。 
最後に、私の発表のまとめとして、今後のご

講演並びにパネルディスカッションの論点に言

及させて頂きます。まず、途上国の大学が地域

開発に取り組む意義とその効果的なアプローチ

は何かという点。次に、地域が大学に求める役

割は何かという点。更に、日本の大学が国際協

力や途上国の大学支援に取り組む意義とアプロ

ーチとは何かという点。また日本の大学が自ら

のどのような経験が活かせるかという点です。
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このような点を、この後のご講演やパネルディ

スカッションを通じて皆さんと考えていければ

と考えております。 
以上で私の発表を終わらせて頂きます。どう

もありがとうございました（拍手）。 
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２‐２ 「途上国の地域の発展に大学が果たす役割」 

龍谷大学 国際センター長 経済学部国際経済学科 教授 

河村能夫氏 

 

 

○ 司会 

続きまして、龍谷大学国際センター長、経済

学部国際経済学科教授、河村能夫様に、ご講演

「途上国の地域の発展に大学が果たす役割」を

お願いいたします。河村様は、龍谷大学が地域

と連携を深めるための龍谷エクステンションセ

ンター（REC）設立に尽力され、地域社会の開

発と大学をリンクする仕組みに深く関わってお

られます。また、JICA専門家として、インドネ

シア、スリランカ、パキスタンで、貧困削減や

地域開発に関するプロジェクトにも携わられて

おります。 

それでは、河村先生、よろしくお願いいたし

ます。 
 

○ 河村教授   

ご紹介いただきました龍谷大学の河村と申し

ます。 
本日、このような機会を与えていただきまし

たことに感謝申し上げたいと思います。30分ほ

どの時間ですが、私の経験をシェアさせていた

だければと思います。 
私の専門分野は農業経済学及び農村社会学で、

農村地域における地域開発論を専門とし、日本

を専門フィールドとして活動しております。た

だ、本日もお話しいたしますが、1996年にイン

ドネシアのプロジェクトの国内支援委員長とし

て関わってから長らくJICAにはお世話になって

おります。そういう点で、二足のわらじを履い

ているという人間であります。 
また、分析方法は、アメリカ仕込みの応用社

会統計学で、普通に考えると、参加型とは全く

違う分野が専門分野になっております。 
私のホームページをご覧いただくと分かると

思うのですが、前述以外にも「大学の改革」を

専門にしております。村社会の開発が私の仕事

ですが、自分の村ともいえる大学を放っておい

て、他人の村ばかりを相手に仕事をするのでは

非常に無責任であるという思いがありました。

そこで、大学という非常に厳しい村社会の変革

にもエネルギーを注いで参りました。その変革

の一つがRECであり、2年前までの約5年間、副

学長として大学を一定の軌道に乗せるという役

割も担いました。 
また、後ほど触れますが、現在、日本に約30

の大学コンソーシアムという組織がございます

が、京都では1993年という非常に早い段階でコ

ンソーシアムを立ち上げました。現在、京都大

学も含めて地域の49大学が財団法人として活動

しておりますが、これは残念なことに全国で唯

一と言われております。残念というのは、この

ような状況が日本全体にとって決して好ましい

ことではないという意味です。本日、私の経験

を述べさせて頂くことにより、大学が地域と関

わり、国際開発でどう活かされるのか、またそ

こから我々がどういうアドバンテージを得られ

るのかという点について申し上げたいと思いま

す。 
今日は四つの項目について申し上げたいと

思います。一つ目に、現在、日本の大学が経

験している大きな変化について、その方向性

を私なりの視点で申し上げたいと思います。

二つ目に、我々が大学変革に不可欠であると

考えている大学と地域の連携について、大学

にとっての地域連携の意義について申し上げ

ます。三つ目に、グローバル時代における地

域にとって、大学との連携が持つ意義につい

て申し上げます。 
これら三つは、私が実際に龍谷大学で、ま

た大学コンソーシアム京都を立ち上げるプロ

セスの中で感じ、実施してきたことであり、

また私が25年前にアメリカのコーネル大学で

経験したことからも、世界規模で普遍化して

いる動きと判断しています。 
以上を前提に、開発途上国における地域開

発のための大学との連携について、日本の大

学がどのようにコミットできるのか、また、

その活動から何を得られるのかというお話を

したいと考えております。 
 

日本の大学にみる高等教育の変化 

現在、我々が経験しているのは、日本の近代

史の中で3遍目の大きなリシャッフリングプロ

セスにあると考えております。日本の近代化、

高等教育の近代化は、19世紀の半ばに導入され

たヨーロッパの高等教育概念の下で進んだと認

識しております。その後、1945年の敗戦以後、

アメリカの教育制度の概念を導入する形で、あ

るいはモデル化する形の中で高等教育の改革が

行われたと理解しております。この二つの時期
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というのは、トリクルダウンと言いますか、政

府が中核になって方向性を示し、各大学がそれ

をフォローするという、いわば上から下への改

革だったと感じております。 
ところが、現在、文部科学省は様々な形で規

制緩和をしながら、良い意味で各大学を揺さぶ

って、大学改革を推し進める環境作りに取り組

んでおりますが、我々のような私立大学の場合

は、1980年代の半ばから既にかなり危機意識を

持って大学を変えてきたという経過があります。 
他大学の話で恐縮ですが、一つの典型は立命

館大学であり、もう一つは我々であると自負し

ています。改革の仕方は異なるけれども、1980
年代半ばから私立大学が相当の危機感を持って

自らを変えてきたというのが我々の認識であり、

これは内発的な高等教育改革であると判断して

います。 
まず、最初の1980年代半ばには、龍大を変え

るための「黒船作り」を行い、内部の危機感を

醸成し共有するという方法で変革への意識を高

めたのですが、80年代の末、90年代に入ってか

らは、文部科学省（旧文部省）が「黒船作り」

の部分を担ってくれ、改革を推進する側として

は非常にやり易い環境が整い、その結果、大学

が改革に向けて動かざるをえない状況にありま

す。そういう意味で、内発的発展と申し上げて

おります。 
無論、我々が危機感をもった1980年代の半ば

というのは、相当の昔のように思われますが、

既にその時に、これから申し上げることが我々

の頭の中にインプットされておりました。 
一つ目は、少子高齢化問題で、これは私立大

学からすると、伝統的学生（18歳人口の学生）

だけを対象としている限りは次第に市場がシュ

リンクし、大学の発展は望めないという判断で

す。 
二つ目は、急激な技術改革による情報化の進

行です。これは、正直申し上げて、我々の予想

以上のスピードで進行しております。 
 三つ目は、情報化を基盤としたグローバル

化の進展です。特に1980年代半ばから、経済の

グローバル化が非常に急速に進んでおります。 
四つ目に、前述の事柄に伴って地域の立場が

グローバルに相対的な立場に変わってきた点で

す。これらの変化への対策として、大学連携の

必要性が出てきたと我々は認識しております。 
これはどういうことかと申しますと、前述

のような背景にどう対峙していくかという時

に、パラダイムの転換という言葉を使います

が、従来の大学とは違ったコンセプトの大学

に変革する必要性があるという認識で我々は

動き出しました。 
従来は、高等教育機関はエリート養成のため

の場であり、せいぜい人口の10％程度が対象で

した。このような状況で行われた教育は演繹的

な教育方法であり、これが同時に当時の教育と

研究のあり方を内実化していたというのが私の

判断であります。 
これに対し、現在は、大学入学者が人口の50

％を超える状況になっており、高等教育機関の

役割は、エリートの養成ではなく、教養人、教

養ある市民の育成であり、その教育研究におい

ては帰納法的な教育方法が必要と考えています。

実は、ここに地域と連携する意義が隠されてい

ます。 
我々が1991年にRECを設立した際には、大学

の役割に「普及」が盛り込まれているケースは

ほとんどありませんでした。この考えの浸透に

は学内的にも相当苦労しましたし、対外的には

ほとんど理解を得られない状況でした。これに

比べて現在は、普及や社会貢献が大学の役割の

一つ、あるいは柱であるとの認識が一般的にな

っていると思います。 
では具体的にどのように構造が異なるかを示

したのがこちらであります。 

大学改革のコンセプト大学改革のコンセプト

対 応 策

内容・方法

社会的機能

普及(Extension)

制度的性格

内容・方法

目 標

社会的機能 エリート教育

専門家育成

１）専門的・個別的
２）抽象的・理論的
３）演繹的

固定性・閉鎖性

エリートレベルでの
個別的普及

科学・技術的水準の向上

制度的専門領域
専門領域の分化
中間領域の拡大

大学院教育体制の強化

市民教育

教養人育成

１）総合的・多様的
２）具体的・実証的
３）帰納的

柔軟性・開放性

一般レベルでの
制度的普及

文化的水準の向上

社会問題別の
総合的アプローチ

学部教育体制の改善
（人間学の重視）

教

育

研

究

旧来の大学 新しい大学

 

ここでは教育、研究、普及、対応策という形

でそれぞれを示しております。図の中では「○

○＋□□」、「○○→□□」という形で変化をあ

らわす表現を用いていますが、ここでのポイン

トは、従来の大学のあり方を否定するのではな

く、従来の大学を重視しながら、同時に新しい

大学に求められる要素が付加されているという

点です。 
大学としては、これらのバランスをどうとる

かが重要であります。国全体としては、どこの

大学が従来の大学の役割を担っていくのか、あ

るいは一つの大学を見た時には、どの部分で従
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来の大学の役割を担い、新しい大学の役割をど

のような形で作っていくのかということを検討

しなければならないと考えています。大学によ

っては従来の大学のあり方を放棄して、アメリ

カで見られるように、エデュケーション・イン

スティテュート（教育機関）としての大学に徹

するというのも重要な選択肢であるわけです。 
現在の大学では、大学院で従来の大学の役割

を担っていると言えます。アメリカでいうリサ

ーチ・ユニバーシティとエデュケーション・ユ

ニバーシティといったときの、リサーチ・ユニ

バーシティがこの従来の大学に相当する部分で

あります。 
アメリカには約3,000の高等教育機関があり、

そのうち半分の1,500が四年制以上です。アメリ

カの人口が日本の2倍で、日本の4年制以上の高

等教育機関数が七百強ですので、高等教育機関

数でもアメリカは日本の約2倍となります。と

ころが、アメリカでは1,500の高等教育機関の中

でリサーチ・ユニバーシティと呼ばれるものは

100程度で、それ以外の大学は明確にエデュケ

ーション・インスティテュートとして徹してい

るという構造になっています。 

 

新しい大学像は、従来の大学を放棄したので

はなくて、従来の大学の機能は大学院レベルで

運営されています。大学院教育と学部教育を明

確に峻別したことのパラダイム転換の一つとし

て、学部教育を見てみると、エリート教育から

市民教育への移行が伺われます。この図からも

分かるように、高等学校の進学率がほぼ100％
で、大学だけでみても47％、短大を入れると51
％となっており、高等教育のユニバーサル化と

言いますか、いわば高等教育機関が市民教育の

場となりつつあります。このような状況で、今

後どのような内実を作っていくかが大学に問わ

れるところです。 
 

仮定
（必要条件）

仮説 弱い仮説
（因果関係） 強い仮説

理論

データ
（事実）

分析 － 信頼性
実験検定

検定 統計検定
フィールド検定

演繹的分析

帰納的分析

理論構築の循環理論構築の循環

理論 － 妥当性

 

内実を作る過程では、従来の「演繹的教育」

から「帰納的教育」に転換する必要性があると

考えています。これは理論構築のための仮説の

ようなものですが、「理論構築の循環」という

形で整理してみました。我々は研究を行う場合

も、教育を行う場合も、理論と分析に基づいて

プログラムを組立てます。理論で考え方の妥当

性を検証し、分析で信頼性を検証するわけです。 
我々の大学のカリキュラムも基本的には理論

と分析に分かれており、理論の役割は仮説の構

築です。その仮説に基づいて、データを集め、

データが表しているリアリティに基づいて分析

します。検定の結果として、仮説を受け入れた

り、拒否したりという選別を行うのですが、こ

れを演繹的な分析方法とここでは呼んでおりま

す。 
まず、ここで強い仮説を採ると、ほとんどが

拒否されることはなく、次の仮説構築に繋がり

ません。つまり、日本の社会科学で経験された

多くの場合、データで表された現実が仮説に会

わない部分は日本の特殊性を意味するものか、

あるいはまだ日本が開発途上国段階であった60
～70年代においては、後進性を意味するものと

解釈されて、次の仮説構築に結びつき難かった

のです。 
このことは、事実から仮説を構築するという

帰納法的な手法に基づいた教育がなかなか進ん

でおらず、システム化していないという現実の

反映であるというのが我々の認識です。帰納的

教育の実施においては、フィールド調査やイン

ターンシップ（後述）が活用されます。 
更に、上述の結果として、大学の役割は教育

・研究にとどまらず、普及（社会貢献）という

社会効果にまで拡がっています。この時に、普

及といっても「教育機能を担っての普及」と、

「研究機能を担っての普及」は、アメリカの高

等教育の概念では異なります。 
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教育の領域では、地域など外との関係によっ

て大学教育の中身が作られていくCooperative 
Education（協同教育）と、既存の大学教育シス

テムを地域社会のニーズに合わせて提供する

University Extension（普及）というもの（この

場合は教育の中身は変化しない）があります。 
研究の領域では、Cooperative Research（共同

研究）とUniversity Cooperative Extensionの二つ

があります。共同研究は日本では従来からの大

学と企業の産学共同研究を通じてノウハウの蓄

積がある部分ですが、我々が注目したのは、

University Cooperative Extensionと呼ばれている、

研究機能を活用した地域の開発です（詳しくは

後述）。 

 

「協同教育」という教育の中身変革において、

理論指向の強い演繹法的な教育から、現実から

仮説を構築する帰納法的な教育への移行を考え

た時に、龍谷大学の社会部でコミュニティ・マ

ネジメント学科という学科を実験的に設置し、

インターンシップを取り入れています。この学

科では1年、2年、3年、4年とそれぞれインター

ンシップの中身を段階的に高めていきます。実

際は非常に苦しみながら取り組んでいますが、

体験、参加、参画、創造という教育目標をもっ

て、大学教育の中身を帰納法的な教育の仕方に

変革できないかというトライアルを行っていま

す。 

教育3要素（KAS）にみるパラダイム転換

S
(Skill)

A
（Attitude）

K
（Knowledge）

S
(Skill)

A
（Attitude）

K
（Knowledge）

従来の演繹的高等教育 新しい帰納的高等教育

 

これまで説明した帰納法的、演繹法的な教育

について、教育では「KAS」という言葉を使い

ます。「KAS」は「Knowledge」、「Attitude」、
「Skill」の頭文字をとったものです。今までの

教育、特に日本の高等教育では「K」と「S」
を重視し、「A」の確保はほとんど試みられてお

らずノウハウの蓄積がありません。それを我々

としては、「A」を中核に、「K」と「S」を統合

するような教育ができないかと試みております。

その具体的なプログラムがインターンシップで

あり、その積み重ねによって「協同教育」のよ

うな形にしたいと考えています。つまり、教育

の中身そのものが変わるためには地域や社会と

の連携が必要だということを意味しています。 
University Cooperative Extensionとは、研究機

能を中核に置いて地域と結びつくという概念で

す。具体的にRECの事例を紹介しますと、REC
は1991年に設置され、地域の中小企業等からの

ニーズに応える研究を大学と連携して進めるこ

とに取り組んでおり、現状で約50％の成功を収

めています。これにより、中小企業による新し

い研究開発が可能になります。 

大学大学コーオペレコーオペレィィティヴティヴ普及普及
龍谷エクステンション・センター（龍谷エクステンション・センター（RECREC））

研究機能

 共同研究

 受託研究

 レンタルラボ

 技術相談

 経営相談

 受託研究（研修）員

教育機能

 生涯学習

 リカレント教育

 各種講座

 講師派遣

施設開放

 レンタルラボ

 ネットインターネット

 図書館

 教室等施設
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RECにみる成果の課題

AC研究

BB教育

大学機能

自然科学人文社会科学

科学分野

 

大学が教育機能と研究機能を使って地域や社
会と連携するということについて、人文社会系
と自然科学系では非常に状況が異なると判断し

ています。50％の成功と言いましたのは、この
点にあります。日本の大学は競争力がないとよ
くいわれますが、人文社会系は別として、自然
科学系は十分に競争力があり、非常に高いレベ
ルにあると私は判断しております。なぜなら、
自然科学系の場合は、ターミノロジー（専門用

語）あるいは方法論が共有されており、客観的
評価も可能な状況で、市場の競争原理が働いて

いるためです。 
ところが、人文社会系では専門用語や方法論

が、国内でさえも共有されておらず、横のリン
ケージが弱いのです。従って、井の中の蛙を作
る状況になっており、それがそのまま反映され
ています。 

自然科学系で、研究において地域と連携しな
がら新しいものを創造する、あるいはソリュー
ションを発見するということに関しては「A」
と評価しました。一方、人文社会系で「C」評
価としているのは、同様の形で連携しても、日
本の研究者自体がなかなか対応できないためで

す。これまで帰納法的な教育の訓練を受けてい
ないことから、演繹法的にやっていくと実際の
応用の段階で様々な問題が出てきます。そうい
う理由で「C」としました。これが「A」評価
になるには、研究者の態度や行動変革の必要性
も考慮すると、最低10～20年は必要と考えてい

ます。 
教育については「B」としておりますのは、

大学が地域と連携する際に、課題があるとの認
識からです。技術にしろ科学にしろ、いわば文
化の最先端にあります。その先端部分を作るに
は裾野の広い層が必要です。生涯教育やその他

様々な形での教育の部分では、大学の地域との
連携は非常に上手くいっていると判断していま
す。これは自然科学系でも人文社会科学系でも、
モチ屋はモチ屋と思うぐらいの展開ができてい
ます。ただ、最先端の分野の教育については、
ブラッシュアップが求められますが、これに関
するシステムが確立されていません。自然科学
系なら修士レベルの研究内容でも、その技術が
通用するのはせいぜい5年と言われており、そ

の後は継続的なブラッシュアップが求められま
す。ましてや、人文社会科学系では、帰納法的
な教育研究が未確立で、きちんと対応できる体
制ができていません。このような理由から、
「B」評価としています。 
 

地域にとっての大学連携の意味 

投入財・産出財の流動性に基づく産業類型化投入財・産出財の流動性に基づく産業類型化

高

低

情報 貨幣 人 土地

情報 通信・情報

貨幣 金融

物財

人 教育

土地 土地開発

資
源
の
流
動
性

農業

交易財 非交易財

高い                                                                低い

製品の流動性

投
入
財

産出財

物財

製造業
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地域にとっての大学の必要性についてお話し

したいと思います。グローバル化した経済の中

に置かれている現代の地域は、流動性が低く固

有値が高い「人」と「土地」という投入財を前

提として、グローバル社会の中での存続の仕方

を確立しなければならない状況におかれていま

す。オンリーワン企業と同様の発想で、特有の

強みを如何に作っていくかが地域にも求められ

ています。 

 

ここで提示したかったのは、農業は地域固有

性が強く、地域によって発展のメカニズムが異

なるということです。アメリカの農業と日本の

農業では発展メカニズムが基本的に異なると認

識しています。つまり、アメリカのメカニズム

を日本に適用しても上手くいかないわけです。

そうすると、各地域で固有のメカニズムを析出

し、それを強化する作業の担い手が必要となり

ます。この担い手が大学となるわけです。この

ようなシステムが構築されない限り、その地域

の強化は難しいわけです。 

 

これは、先程のJICAの説明でもあったように、

その地域社会を知識集約的な社会にするという

ことに他なりません。既にアメリカでは、1970
年代後半の教科書で第三次産業と第四次産業を

分けて記しています。第四次産業というのは研

究開発の担い手で、大学はその典型とされてい

ます。ポストインダストリアル・ソサエティに

おいて、その社会のあり方を規定するのは研究

開発、即ち第四次産業のあり方であると考えら

れています。これもどれだけ多いかが問題では

なく、それが第一次産業、第二次産業、第三次

産業とどのようにリンクしているのかが社会の

質と強みを規定するというもので、アメリカの

大学では既に70年代の末に教科書として出され

ております。現在、我々はそのような社会を作

っていると認識しております。 
 

途上国の地域発展と大学の役割 

1997年～2002年までの5年間、私も関与しま

したJICAプロジェクト、「インドネシア貧困軽

減農村開発計画」では、ハサヌディン大学とい

う大学をカウンターパート機関の一つとし、地

域にあるノウハウや知識を地域に活かすための

システム作りに取り組みました。参加型農村開

発で地域を巻き込み、それを支える行政を作る

際に、これらを支える人材が必要となりますが、

ここで大学を巻き込んだシステムが非常に重要

な役割を果たしたということを申し上げておき

ます。 
我々がその地域を見ていくときに、「行政」、

「住民」、「地域社会」、「市場」の四つの要素の

在り方は非常に重要であると判断しており、こ

れをきちんと評価できるのが地域の大学です。

それらの要素と協調しながら日本の大学が機能

することにより、学ぶことも多いと考えていま

す。自然科学系の場合には、日本の大学による

技術移転という言葉が妥当性を持つ状況はあり

得るでしょう。 

プロジェクト構築の要素プロジェクト構築の要素

参加型
農村開発
（PRD）

参加型農村
開発のため
の人材育成
(PLSD)

参加型農村開発
のための

支援行政制度
(SISDUK)
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参加型農村開発の基礎的概念図参加型農村開発の基礎的概念図

住民

影響

外部環境

内部環境

外部アクセス

ハード環境 ソフト環境

ファシリテーター

グループ

村落社会境界

住民

大学

NGO

行政

 
 

参加型支援行政システムの概念図参加型支援行政システムの概念図

中央 PMD
中央レベルの政策支援サイクル(財政、技術)

省 間 格 差

省 PMD プロジェクト構成要素 3

各レベルの人材育成サイクル

県 PMD

県 内 格 差 (郡 間 格 差)
プロジェクト構成要素 2

郡 PMD

LMD

住民組織

村
プロジェクト構成要素 1

村落レベルの住民参加型農村開発活動サイクル

省 内 格 差 (県 間 格 差)

県レベルの住民参加型農村開発プロジェクト
の行政支援サイクル

大学

 
 

研修プログラム構築の概念図研修プログラム構築の概念図

地域開発のための
政策設計

2次データによる
統計分析

地域開発に対す
る評価（相対性、

客観性）

ModuleⅣ：
地域ニーズ分析

ModuleⅤ：
参加型プロ
ジェクトデ
ザイン

行動計画(PMDプ
ロジェクト提案)ModuleⅠ：

概念枠組

社会統計に関する
トレーニング・プログラム

ModuleⅡ：
現状分析

ModuleⅢ：

社会組織機能分析

BAPPEDA
（開発計画局）

UNHAS
(大学）

PMD
（農村開発局）

制度的水平統合

PLSD

 
 

また、地域の固有性が非常に強い部分ですの

で、日本の大学の経験と知識を持ち込んで議論

しながら新しいものを作っていくという点では、

技術移転というよりも、技術協力と言えるでし

ょう。そういう実態がどこまで作れるかが日本

の大学にとって求められる重要な部分であり、

それが日本の大学の改革、内実の形成にも繋が

ると思います。 

グローバル地域グローバル地域連携概念図連携概念図

住民世帯 地域社会

地域市場

国内市場

国際市場

JICA

能力開発

制度開発

地方行政

中央政府

国際コミュニティ

地元の大学日本の大学

 
 

このような視点なくしては、大学が本腰を入

れて、途上国の国際協力に大学としてコミット

していくということにならないでしょう。大学

が変わっていく時、我々の場合はRECを立ち上

げた時に、「大学が地域に貢献してくれるのは

うれしい」と言われました。我々としては地域

への貢献という意識ではなく、我々自身の変革

のために地域との連携が必要なのだという説明

をしました。国際関係においても、日本の大学

が途上国の大学と連携する意味というのは同じ

ところにあると理解しております。 
以上で私の発表を終えたいと思います。どう

もありがとうございました（拍手）。 
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２‐３ 「産学地連携のインパクト ～プロジェクトの現場から～」 

インドネシア ガジャマダ大学産学地連携総合計画プロジェクト 総括 

九州大学 工学研究院 教授 

糸井龍一氏 

 

 

○ 総合司会   

続きまして、九州大学大学院工学研究院教授、

糸井龍一様に、ご講演「産学地連携の現状と将

来―プロジェクトの現場から―」をお願い致し

ます。 
糸井先生は、2002年に九州大学大学院博士後

期課程、国際環境システム工学コースの設立に

関わられ、現在、コースリーダーを担当されて

おります。また、現在、JICAが九州大学に業務

委託をし、インドネシアにおいて実施中の技術

協力プロジェクト「ガジャマダ大学産学地連携

総合計画プロジェクト」の総括もなさっておら

れ、先日までプロジェクト関連活動のためイン

ドネシアにご出張されておられました。 
それでは、宜しくお願い致します。 

 

○ 糸井教授 

ご紹介いただきました糸井と申します。 
タイトルは「産学地連携の現状と将来―プロ

ジェクトの現場から―」ということで、我々、

九州大学と民間コンサルタントのアイ・シー・

ネットで共同体を組み、2006年7月より、インド

ネシアのガジャマダ大学にて、技術協力プロジ

ェクトを開始しております。本日は、本件につ

いてご紹介させて頂きます。 
最初に、本プロジェクトについてご紹介し、

次に、九州大学における産学地連携の取り組み

についてご紹介致します。続いて、ガジャマダ

大学で取り組んでおります非常に特徴的な地域

連携活動についてご紹介した後、本プロジェク

トの活動、問題点と課題という形でまとめを述

べたいと思います。 
 

プロジェクト紹介 

このガジャマダ大学のプロジェクトは、名称

を「インドネシア国ガジャマダ大学産学地連携

総合計画プロジェクト」と言い、先程JICAの渡

辺氏からご紹介がありましたベトナムのホーチ

ミン工科大学地域連携機能強化プロジェクトと

類似した名称を持っております。インドネシア

の ガ ジ ャ マ ダ 大 学 側 で は 、 英 語 の Higher 
EducationとLinksの略称として「HiLink Project」
と呼ばれています。 

 目的は、ガジャマダ大学における産学地連

携機能の強化と、工学部8学科の研究能力の向上

です。本プロジェクトをJICAから受託するに当

たり、九州大学とアイ・シー・ネットの共同体

で取り組んでおります。九州大学は産学連携と

研究支援の方を主に担当し、アイ・シー・ネッ

トは地域連携の方を担当するという形で進めて

おります。また、プロジェクト・マネジメント

というのは大学の人間には非常に不得手な部分

ですので、これもアイ・シー・ネットにご担当

頂いております。 
期間は、2006年7月から2009年3月までの約3年

間です。メンバーは、九州大学から、総括、知

的財産分野、研究支援の8学科8名の先生、アイ

・シー・ネットからは副総括と、業務調整員

（正式団員とは別枠で費用は九州大学とアイ・

シー・ネットで負担）という構成です。 

4

ガジャマダ大学の概要１

 中部ジャワのジョクジャカルタ市
（人口100万）

 1949年に設立されたインドネシア
で最も古い大学

 18学部、28研究センターを有する
中部ジャワの主要大学

 学生数 40,000名（学部生、大学
院生）

 教員 2283名（博士取得者 658
名）
職員 2300名

 

ガジャマダ大学は、中部ジャワのジョクジャ

カルタ市に位置し、5月末のジャワ島中部地震で

は、ジョクジャカルタ市南部のバントゥール周

辺で被害が集中していました。1949年に設立さ

れたインドネシアで最も古い大学で、18学部、

28研究センターを有する主要大学です。学生数

は約4万人、教員は 2,300人という陣容です。 
インドネシアでは、2003年に、ガジャマダ大

学を初め、バンドン工科大学、ボゴール農業大

学、インドネシア大学が法人化され、研究大学

への体制作りに取り組んでおります。年間予算

は約79億円で、うち授業料及び入学金が45％、

研究関連が10％を占めております。大学として

は、研究関連の10％を2007年には30％まで増加

させたいとの目標を掲げていますが、現状では
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難しい状況にあります。比較のために、九州大

学についても下に示しました。 

6

 2003年 アセアン工学系高等教育プログラム
(AUN SeedNet)

 資源・地質工学分野のホスト校（UGM）と日本側支援の幹事校

 インドネシアでの共同研究の実施、大学院生（博士課程）受入

九州大学とUGMとの関係

ウンガラン地熱地域でのフィールド調査
 

本プロジェクトに応募するに至った経緯です

が、九州大学とガジャマダ大学との関係は幾つ

かあります。一つは、先ほど渡辺氏のご講演で

も触れられていましたが、アセアン工学系高等

教育プログラム（AUN/SEEDNet）で資源・地質

工学分野のホスト校がガジャマダ大学、日本側

の支援校が九州大学という関係があります。 
この写真は現地で共同調査を行った時の写真

ですが、これにはガジャマダ大学の学部生と

SEEDNetの留学生としてガジャマダ大学の修士

課程に在籍しているフィリピン大学の学生が2名
と、九州大学の学生が参加しております。また、

九州大学、ガジャマダ大学、フィリピン大学の

教官も一緒に調査を行いました。 
ガジャマダ大学（図中「UGM」）における産

学地連携活動の現状についてご紹介します。 
JICAの事前報告書から過去3年間のガジャマダ

大学の産学地連携活動実績を調べたところ、工

学部では3年間で27件の共同研究がリストアップ

されていました。これは8学科という数からする

と少ないということで、8月に現地に行って聞き

取り調査等を行ったのですが、表に出てこない

ような産学連携活動が非常に多くありました。

実態として、教員の給与が非常に低く、その補

填として個人の収入となるような外部資金が数

多く存在しているということが浮かび上がりま

した。公の仕組みを通さずに受け入れていると

いうことで、研究成果の質が余り良くないとい

うことも、問題として指摘されてきました。 
また、産業界をはじめとする外部との窓口機

関が大学内に必要ですが、それが複数あり、ス

ライド上にも研究コミュニティサービス機関

（LPPM）、中小企業支援センター（SMEDC）、

テクノセンター等がありますが、ガジャマダ大

学としては、このLPPM、すなわち研究地域サー

ビスセンターを外部への窓口にしたいという考

えがあります。本プロジェクトではこのセンタ

ーがカウンターパートとなっております。 
更に、別のセンター等でも非常に積極的に産

学地連携活動に取り組んでいて、外部のニーズ

を調査し、大学の先生との橋渡しを行っていま

す。 
また、各学部や各学科でも独自に産学地連携

活動を非常に活発に行っています。大学として

一つの窓口で取り纏めるのではなく、それぞれ

が産学地連携活動を行っているという問題もあ

ります。 
もう一つ、後でご紹介したいと思いますが、

地域連携活動については、30年以上にわたる学

生コミュニティ活動があり、教員、学生を含め

た大規模な活動となっています。 

8

 Chemical Engineering Alliance 
and Innovation (ChAIN) 
Centre
 中小企業（SME）を支援するた

めのセンター

 B-Scheme Grant (US$13万)の
獲得資金をもとに本センターを
設置予定

工学部化学工学科における産学地連携活動
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工学部の化学工学科における産学地連携活動

を独自に実施しようとしている組織図です。こ

れはChemical Engineering Alliance and Inovation、
通称 ChAIN Centreと呼んでいますが、主に中小

企業を支援するためのセンターで、ある補助金

を獲得して、このセンターを設置する予定とい

う話でした。 
もう一つ、本プロジェクトでは工学部教員の

研究能力を向上させるという目的がありますの

で、その現状と問題点をまとめてみました。工

学部には土木工学科をはじめ8学科がありますが、

これらの中で研究の活動度が非常に高い学科が

いくつかありました。それは土木と化学工学科

で、それぞれの学科の中身を見てみると、地域

連携や外部資金獲得の実績、国内での学術的貢

献などは非常に活発ですが、国際誌への論文掲

載がほとんどない状況です。 
一つの原因としては、装置の老朽化や高精度

のデータを取得するための装置が不足している

などの問題があります。また教員の博士号取得

者の割合が非常に高く、土木工学科では、教員
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56名中40名が博士号を取得しており、残りの教

員も大多数が海外で博士号取得を目指している

という状況です。他学科では博士号取得率は非

常に低いという問題を抱えておりました。 
もう一つの問題は、日本の大学では実質的な

研究の担い手となっているのは修士課程の大学

院生ですけれども、ガジャマダ大学を初め、イ

ンドネシアの大学では、修士課程は基本的に資

格の取得を目的としたカリキュラム構成になっ

ているせいか、大学院生の研究指向性が非常に

低い状況です。こういう状況の中で、SEEDNet
プログラムによる研究指向性をもった外国人留

学生が入ってくることは非常に良い刺激になっ

ていると言えます。 

10

Implementing Structure of the Project
（プロジェクト実施体制）

Rector（学長）

Vice Rector （副学長）

Cooperation & Business 
Development

Vice Rector（副学長）

Research and Community 
Service

Senior Vice Rector
Academic（副学長）

Coordination Board（調整委員会）

Bureau of CooperationInstitute for Research and 
Community Services(LPPM)

Project Management Unit（プロジェクト管理者）

Administration 
Support

Division: U-I-C 
Collaborative Research

Division: Promotion of 
Research Results Research

Japanese 
Project 

Team（日本
側プロジェク
トチーム）

UGM

九州大学

ICネット

 

プロジェクトの実施体制について、特に産学

地連携の促進に関してはガジャマダ大学内にこ

の活動を担当する組織があって、これに日本側

が協力・支援を行うという形です。 

11

プロジェクトのロードマップ

LPPM
TC

SMEDC

UGM

研究能力
強化

産学地連
携機能
強化

UGM工学系 研究基盤
の整備・構築
（人材・設備）

自立的な資金獲得

技術ニーズ
技術ニーズ

技術ニーズ

2006 2007 2008

窓口の一本化

正規
ルート

研究基盤の調査・改善提言

人材・設備

工学部8学科：土木、機械、化学工学、電気電子、地質工学、
測地工学、物理工学、建築

学内シーズのデー
タベース化・公開

産業・地域・自治体

積極的なマーケティング活動
新規案件の発掘

連携の強化

産学地連携機
能・システムの
他学への移植

個人ベースの研
究費受け入れ

 

プロジェクト3年間のロードマップです。まず

は、産業、地域、自治体の技術ニーズを発掘し、

同時に、工学部8学科における研究のためのイン

フラ整備、人材育成などを支援します。次に両

者のニーズのマッチングを行います。そのため

に、基本的には積極的なマーケティング活動や

新規案件の発掘が必要と考えています。最終的

に本プロジェクトで開発したシステムを、イン

ドネシアの他大学にも波及させていきたい、移

植させていきたいという希望があります。 
産学地連携という分野では定まった方法論や

理論は未確立であり、日本国内の大学でも試行

錯誤しながら取り組んでいるのが現状です。こ

のような中での九州大学での取り組みについて

ご紹介します。 
産学地連携の具体的分野としては「伝統的な

分野」と「新分野」があり、技術移転を初め共

同研究、受託研究などが行われています。新分

野として、アジア等の国際産学連携に取り組も

うとしています。また地域活性化を目的とした

地域連携にも取り組んでいます。 
日本の大学は地域との連携が非常に弱く、ど

ちらかというと産学連携に力を入れている状況

ですが、地域連携の重要性も認識し、これに取

り組んでおります。また、九州大学には、

IMAQという知的財産本部を設置しています。 
産学連携に取り組む上で、具体的に必要な活

動としては、組織整備、人材確保、資金確保、

ルール整備、自己把握、顧客志向などが挙げら

れます。産学連携活動は基本的にはビジネス活

動です。九州大学で現在取り組んでいる、これ

らの具体的な活動がそのままガジャマダ大学に

も当てはまるような感じです。 
課題と問題点を幾つか挙げてみます。一つ目

は、産学連携を専門とする人材の不足で、これ

は日本でも専門的な人材が不足している状況で

す。二つ目に、産学の間のコミュニケーション

不足ですが、産業界でのニーズを得るためには、

やはり産業界に出かけていって情報交換を行い、

ニーズを吸い上げることが必要です。 
 

特徴的な地域連携活動 

ガジャマダ大学で見られる特徴的な地域連携

活動についてですが、「KKN活動（学生の地域

貢献活動）」と呼ばれるものがあります。これは

インドネシア語の学生コミュニティサービスの

頭文字をとったもので、1971年にガジャマダ大

学で開始されて、学生に地域の実情を理解させ

ることを目的とした自主的プログラムです。現

在、インドネシア国内の多くの大学で実施され

ています。活動内容は、学部4年生が30人ほどの

グループに分かれて、大学が指定したコミュニ

ティに派遣され、住民のニーズに応える活動を

行うという形で約8週間の各種活動を行うという

ものです。 
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15

3.特徴的な地域連携活動
-UGMにおけるKKN活動-

 学生コミュニティー・サービス(KKN)活動

 1971年に開始

 学生に地域の実情を理解させること
を目的とした自主的プログラム

 インドネシア国内の多くの大学で実
施

 活動内容
 全ての学部生が４年次に３０人ほどのグ

ループに分かれ大学が指定したコミュニ
ティーに派遣され住民ニーズに応える形
で約８週間、各種活動を行う

KKN:Kuliah Kerja Nyata
KKNのロゴの入ったTシャツ

 

16

KKN活動の概要

 学生
 主に４年次に参加し、必修科目として単

位が出る

 6000名が主に７月－８月に活動参加

 スポンサー（自治体・企業など）
 中部ジャワの地方自治体が70％

 他地域の自治体、中央官庁、民間企業

 指導教官
 学内キャリア形成上必須

 学生グループの指導

 企画段階から参加し、事前研修、現地訪
問、現地での発表指導、最終報告書とり
まとめ

 研究活動の一助として利用（農学関係）

 KKNオフィス(LPPM内）
 職員１０名

 企画段階でのスポンサーとのプログラム
の協議

 指導教官との調整

 学生に対する広報・応募受付

 事前研修実施

 派遣期間中のモニタリング

 活動終了後の報告

椰子の多目的利用
 

KKN活動は、必修科目として単位が出ますの

で、 6,000名の非常に多くの学生が7、8月に活

動に参加します。スポンサーは自治体や企業で、

指導教官が各グループについています。指導教

官にとっては学内キャリアの形成上、本活動へ

の貢献は必須ということです。 
例えば、農学系分野の先生は、学生が持ち帰

った問題点を研究テーマとして取り上げるとい

うように、研究活動の一助としてKKN活動を利

用しているようです。また、本活動には、LPPM
内のオフィスで10名の職員が組織的に対応して

います。 
KKN活動の進め方について、ニーズの把握と

要請とがありますが、現地での8週間の中身はと

いうと、第1週目は観察期間で、第2週目から第7
週目にかけて本格的な活動を行い、第8週目にま

とめを行います。 
例えば、カカオ豆の発酵工程を導入し、農村

地域でカカオ豆の付加価値をつけるという活動

を行っております。 
本プロジェクトは今年の7月に開始して3か月

しか経過しておらず、具体的な成果は出ていな

いのですが、幾つかの活動を行っていますので、

それについてご紹介したいと思います。 

 
本プロジェクトの活動（公募研究） 

本プロジェクトの中で公募研究を行っており、

年間総額900万円で、主に産学地連携と工学分野

に限定して、学内の連携促進に繋がるような公

募をしましたところ、約30件の応募がありまし

た。主に工学部から出てきましたが、農学部か

らも出てきております。その中で、機械系5件の

研究応募内容を見てみると、1件はレベルの高い

学術的な内容であると判断できましたが、あと

の4件は非常に内容が薄いものでした。応募者の

博士号取得後の経過年数を見ると、10年以上経

っているような研究者が出した案件というのは

学術的に内容が薄いという傾向がありました。

その背景には、例えば外国で学位取得後、イン

ドネシアに戻り研究しようとする時に、研究環

境が劣悪であるためではないかという印象を受

けました。30件の中から10件採択しましたが、

地域における問題を取り上げたテーマを扱った

研究が採択されています。研究資金は１テーマ

あたり50万円から120万円の範囲の金額となって

おります。 
それから、11月末から12月にかけて約1週間、

がジャマダ大学リサーチウィークというのを

Enpowering Knowledge Partnershipというテーマの

下で実施し、公開講座や研究成果の紹介、研究

セミナー、オープンキャンパスなどを実施する

予定です。 
また、今月末（2006年10月末）から4名の短期

研修員を受け入れます。 
それから、工学部の研究能力の強化策として、

プロジェクト内の活動では、先程の公募研究を

はじめ、国際誌への投稿支援、国際学会での発

表のための渡航費支援などを予定しています。

また、共同研究の推進も予定しています。これ

にはJICAの資金だけではなく、日本国内の研究

資金、日本科学技術振興会（JSPS）や新エネル

ギー・産業技術総合開発機構（NEDO）等の活

用を考えています。更に、研究室間の共同研究

を通じた継続的なサポートが必要と考えており、

研究室間での共同研究の立ち上げも考えていま

す。 
国際誌への投稿を支援することになっていま

すが、現状では、周囲に国際的な学術誌がほと

んどないという状況ですので、日本の国内の学

会へ学術雑誌を寄贈してくれないかということ

を要請してみようと考えています。それから、

機材供与の可能性について、工学部8学科を対象

としていますが、その中でも複数の学科で共通

して必要な機材がありますので、特に物性評価
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の分野において必要な装置を何とか機材供与に

挙げてもらえないかということを考えています。 
 

問題点と課題 

「問題点と課題」として、研究に対するイン

センティブが低いことが挙げあられます。また、

低い給与水準について、これはJICAの高等教育

に関する報告書でも指摘されていますが、具体

的な金額を申し上げますと、学部卒の教員で80
万ルピア（約1万円）、教授で 300万ルピア（約

3.8万円）で、ジョクジャカルタ特別州の最低賃

金が48万ルピア（約6千円）となっています。 
インドネシアでは、基本的に学部卒で大学教

員となり、その後に外国の奨学金などを利用し

て、修士、博士に進むケースが多いようです。

従って、教員の給与は一般に低く、そのような

教員が副業の一部として行っているのが表に出

てこない産学連携です。あるいは他学科や他大

学への講義なども行っているようです。このよ

うな形で時間をとられることによって研究に充

てる時間が少なくなっているというのも事実で

す。 
もう一つは、先程ご説明しました修士課程の

位置付けです。これは学位取得が主目的という

ことですので、非常に根が深い問題であり、プ

ロジェクトで解決できる問題ではないのですが、

文部科学省から出向されてインドネシア政府の

高等教育省におられる方を通じてインドネシア

側に働きかけをして頂ければと思います。 
学位取得に関しては、海外での取得が主にな

りますが、多くの教員が同時期に海外に出てし

まうと、残りの教員が講義を行わざるを得ない

ため、教育の負担が増えるという問題もありま

す。 

22

その他の問題 1

 外部資金の取り扱い（研究費の内訳）

謝金 30%（最大）

オーバーヘッド（大学）
5%

オーバーヘッド（部
局） 10%

税金 20%

実質的な研究費
35% 低い給与を補填

LPPMを通じた外部資金受け入
れへの反感

 

 外部資金については、ジャカルタにある日系

企業を対象に、ガジャマダ大学工学部との共同

研究についての調査を実施したところ、非常に

興味をもたれている会社がありました。 

大学を通じて正式に共同研究を行う場合、提

供する研究資金の内訳は、謝金として最大30％、

オーバーへッドが15％、税金が20％となり、実

質的な研究費は35%となります。このうち大学

へのオーバーヘッドは5%（残りの10％は学科

へ）ですが、現在、教員が個人的に実施してい

る産学連携の仕事を、大学を通じて受託するよ

うになると、この5%分をとられることになるた

め、産学連携窓口を通じた受け入れ対する反感

が非常に強く、これも解決を要する問題だと認

識しています。 
あとは昇格昇給のポイント制です。これは日

本の大学よりも明確な制度で、各分野に亘るポ

イント獲得が必要とされます。教育が3割、研究

が2割5分、地域サービスが1割5分、大学運営が2
割となっております。教授に昇格するためには

800～1,000ポイントが必要です。 
論文発表に対するポイントを調べたところ、

国内の学会発表は25ポイント、国際誌への論文

掲載が40ポイントとなっています。国内の学会

発表は、査読や審査がほとんどなく、自由に出

せるわけですが、国際誌へ論文を投稿すると、1
年、2年という長い期間が必要となるにも関わら

ず、両者の差は大きくはありません。研究の質

を向上させるためには、国際誌への論文掲載に

対するポイント数を大幅にふやす必要があると

考えています。 
外部窓口機関となるLPPMに求められる機能と

して、一つ目に、契約書の作成やカウンターパ

ートとの交渉など、質の高いサービスの提供が

挙げられます。二つ目には、産学地連携の新規

案件発掘と学内研究者への紹介及びマッチング

が重要な仕事であると考えています。そのため

に、積極的なマーケティング活動が求められ、

これによりLPPMの存在意義を確立し、学内及び

学外に対して組織の存在を認知してもらう必要

があるでしょう。 
プロジェクトを実施する上での問題点ですが、

一つは、大学の組織の問題であり、もう一つは、

研究支援のための専門家派遣の問題です。本プ

ロジェクトでは、九州大学の先生を派遣してい

ますが、2週間の派遣というのは非常に厳しいも

のがあります。仮に1週間程度の派遣を柔軟に実

施できれば非常にやり易いと思います。 
 

まとめ 

最後に「まとめ」として、一点目に、産学連

携活動を、全国規模の会社、日系企業に拡大し、

大規模な外部資金獲得を組織的に積極的に行う
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ための組織作りと、人材育成の必要性に言及し

ます。勿論、地域との連携も必要なのですが、

同時に大学の研究室の研究インフラを整備して

いくためには、ある程度バランスをとった形の

連携が必要ではないかと考えています。 
二つ目に、豊富な経験を有するKKN活動の質

の向上、大学院生の関与、研究面からの取り組

みを進めることによって、大学としての地域貢

献、地域連携を深めることができるだろうと申

し上げておきたいと思います。 
この連携機能を強化するためには、研究大学

としての基盤、研究能力の整備が必要であり、

また研究指向性をもつ大学院教育システムへの

組織的な改革が必用と考えております。 
以上、まだプロジェクトをスタートして3ヶ月

弱ですので、目立った成果は出てきていません

が、本日ご紹介したような様々な取り組みを実

施しながら本プロジェクトを進めていきたいと

考えています。 
以上で終了させていただきます。どうもあり

がとうございました（拍手）。 
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３．パネルディスカッション 

「地域に届く高等教育支援のアプローチとは」 

 

パネリスト 国際開発ジャーナル社 代表取締役・主幹     荒木光彌氏   

  九州大学 工学研究院 教授       糸井龍一氏   

  龍谷大学 国際センター長 経済学部国際経済学科教授   河村能夫氏   

  国際協力銀行 プロジェクト開発部次長     宮尾百合子氏 

  独立行政法人国際協力機構 人間開発部第二グループ技術教育チーム長 渡辺 元治 

パネル司会 独立行政法人国際協力機構 人間開発部第二グループ長   戸田隆夫    

 

 

○ 司会 

ただ今より、パネルディスカッション、「地

域に届く高等教育支援のアプローチ」を開始

いたします。ここからの進行は、戸田さんに

お願い致します。 
 
○ 戸田 

それでは、これから約90分間、パネルディ

スカッションとさせて頂きます。よろしくお

願い致します。 
冒頭のJICAからのプレゼンにもございました

とおり、このパネルディスカッションの時間で

非常に効率的にアウトプットを出すことを目指

したいと考え、二つの基本的な設問を設定させ

て頂きました。また既に皆様から多くの鋭く厳

しいご質問も頂いております。これらを素材と

し、皆様と共に設問に対する答えを見出してい

きたいと思います。 
設問の一つ目は、途上国に目線を置いて考え

た場合に、途上国の開発は途上国の大学にとっ

てどのような意味を持つか、また今後開発の過

程で途上国の大学がどのような役割を果たし得

るのか、というものです。二つ目は、日本に視

点を置いた場合に、現在、激しく変わりつつあ

る日本社会の中で、日本の大学が国際協力に対

して今後如何なる重要な役割を果たし得るのか、

また果たすべきなのか、というものです。 
この二つの設問の裏側には三つのアサンプシ

ョンがあります。一点目は、途上国において自

国の大学は重要であるというアサンプション、

二点目は、日本の大学は途上国への協力におい

て重要な役割を果たし得るというアサンプショ

ンです。三点目は、全二者と緊張関係にありま

すが、前述のアサンプションはいずれも楽観的

なものではないかもしれないというものです。

だからこそ、このような、大学関係者と国際協

力関係者という両極にある方々が一堂に会する

場で、この設問を皆様とともに考えることには

非常に意義があることだと思います。 

また、貴重な機会ですので、これらの設問や

アサンプションに直接関わらない質問やご意見

も受け付けさせて頂き、より広い視点で、時間

の許す限り議論を深めたいと思います。 
さて、本日のセミナー前半で、JICA側からの

プレゼンテーションに続き、河村先生、糸井先

生から大変貴重なインプットを頂きました。そ

こで、最初に、新たに登壇して頂きました宮尾

さんと荒木さんに、これらのインプットに対す

る所感も合わせてご意見を頂戴したいと思いま

す。特に宮尾さんにおかれましては、国際協力

銀行（JBIC）で活発に行われている大学連携に

おける立役者としてもご活躍されておりますの

で、その観点からお話頂きたいと思います。 
また、荒木さんにおかれましては、ODAに関

する歴史の語り部であり、同時にODA改革に向

けて様々なアドバイスを頂いております。それ

以外にも、実は文部科学省関係の非常に重要な

審議会、例えば国際教育協力懇談会で約5年間、

委員としてご活躍され、また大学拠点の問題等

に関しても、政府に対して辛口且つ建設的な提

言をなされておりますので、そのような視点か

らお話頂ければと思います。 
それでは、宮尾さんの方から、10分程度でお

話をお願いいたします。 
 
○宮尾   

ご紹介にあずかりました宮尾でございます。 
初めに、JBICの高等教育支援、特に大学との

連携について簡単にご紹介させて頂きます。 
私の所属部署であるプロジェクト開発部は、

JBICが実施している円借款の形成、実施中及び

実施後の様々な段階に応じた調査を行い、そこ

から得られる提言を事業にフィードバックして

おります。また、2004年から、今申し上げた調

査や事後評価などを中心に、特に大学との連携

を強化することを組織的に進めており、専門の

窓口となる連携班が新たに設置されました。 
現在、私は連携班の課長も兼任しております。
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この窓口の設置と、国立大学の法人化がちょう

ど重なったこともあり、年々、大学との連携事

例が増加していまして、大学に委託する形で調

査を実施する件数は、この3年間で45件と飛躍

的に伸びています。 
大学とJBICとの連携で最も多いのは、円借款

による高等教育支援に関する事業であります。

JBICの円借款による高等教育支援は、1977年頃

から始まっており、途上国の、特に東南アジア

を中心とした拠点大学に、資機材や校舎の拡張

といったハード支援を中心に行ってきていまし

たが、最近では国内外の留学や研修、教員の留

学や研修の他、カリキュラムの見直しの支援や

大学運営の仕方、組織強化といったソフト面の

支援もハードと併せて実施するようになってき

ています。 
これら事業を実施する際には、日本の大学が

途上国の大学を支援するという一方的な関係で

はなく、相互の協力や人材交流により、双方に

とって有益な事業となるような工夫、双方の国

際化が促進される契機となる工夫を行うように

しています。 
先程、河村先生から、地域、そして途上国の

大学に日本の大学が貢献しようとする場合に、

相手のためになっているだけではなくて、協力

する側の大学自身の運営や教育にメリットがあ

るという点を意識しなければ、継続性のある協

力は難しいだろうというご指摘があったかと思

いますが、まさにその点を意識して途上国への

高等教育支援を進めています。 
この相互互恵性を意識した教育事業の先駆け

として、2001年に開始した、中国で開発が遅れ

ている内陸部の高等教育機関への支援事業、内

陸部人材育成事業への支援を挙げることができ

ます。 
 本事業の背景として、未来志向の日中関係

を築くために日中両国の中長期的な共通利益

を拡大するという政策の下、対中円借款を環

境保全と人材育成に絞って実施することとな

り、日中間の人的交流と相互理解の促進を図

る工夫が求められたことがあります。 
中国内陸部人材育成事業では、内陸部の22の

省及び自治区の約200の大学を対象とした校舎、

研究施設等ハードの支援に加え、事務職員も含

めた教職員約3,700名を日本に招聘するなどのソ

フトの支援を行いました。約10年の長期に亘り、

中国人関係者を日本の大学に研修員として受け

入れて頂くという計画ですが、研修をきっかけ

とし、日本の大学の先生が中国に派遣されたり、

更にプロジェクトを外れて自立発展的な形で共

同研究が開始されたり、大学間の学術協定に発

展したり、大学が所在する地方自治体同士の姉

妹都市の締結といった形に発展したりというよ

うな、副次的な効果ももたらされております。 
また、最近の留学生借款で一つご紹介したい

のが、インドネシアの高等人材開発事業です。

これは90年代に開始され、第一期、第二期に続

き今次第３期を実施するものです。開始当時は

主に中央のエリート職員を対象とした事業でし

たが、インドネシアの地方分権化が地方行政を

担える人材が不足していることもあってうまく

進まない状況を改善するため、近年は事業の重

点を中央の人材から地方自治体職員にシフトし、

地方政府職員をインドネシア国内及び日本への

留学に送り出しております。 
この事業の中では、リンケージプログラムと

いう初めての画期的な取り組みを行いました。

これは、他国の大学では積極的に行なわれてい

るものの、日本の大学では経験もそれ程多くな

いということですが、インドネシアの大学と日

本の有志の大学が連携し、修士、博士課程を相

互リンクして実施するというもので、各大学が

導入に向けて動いています。来年度、約80名の

学生がこのリンケージプログラムに参加するこ

とになっています。 
この事業をきっかけに、同様のプログラムが

日本国内にも広がることにより、双方の大学の

国際化が一層進展すればと思います。 
途上国の地方大学による地方への貢献につい

ては、糸井先生から、ガジャマダ大学の産学連

携プロジェクトのお話がありました。このトピ

ックを聞いた時に、途上国の大学は様々な面で

既に地域開発に関与してきているのだなと感銘

を受けました。関わり方が、まだ受け身で、大

学から積極的に実施するという感じではないと

いう指摘がありましたが、例えばJBICの事業で

関わっているブラウィジャヤ大学では零細企業

の起業家育成に力を入れており、インキュベー

ションセンターのようなものを創設し、活動を

介ししていると聞いております。同大学は、単

に地域に対してアドバイスをするだけでなく、

コンサルタント業務のような形で、大学自分が

地域に出向き、経営サービス、技術サービス、

金融のサービスなどを行っているということで、

途上国の大学でも積極的な産学連携に取り組ん

でいるところがあるようです。 
 

○ 戸田   

宮尾さん、どうもありがとうございました。 
それでは、続いて荒木さんにお願い致します。
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荒木さんは、先日、タイ、インドネシアにご旅

行なさり、高等教育の現場もご覧になったとい

うことですので、その辺も含めてお話頂ければ

と思います。 
 
○ 荒木   

私からは、お二人の先生方のお話に対しての

コメントということですが、ジャーナリストと

して、全く違った観点からこの問題に対する見

解をお話したいと思います。 
10月5日から1週間の日程で、バンコク、チュ

ラロンコン大学にあるSEED-Netの事務局を訪

れ、事務局長のクリサダ準教授にお会いして、

その時ちょうど開催されていた土木工学分野セ

ミナーの交通工学と構造工学のグループディス

カッションを見学して来ました。また、インド

ネシアのジャカルタでは、国民教育省の高等教

育総局長のサトリ氏にお会いするとともに、ガ

ジャマダ大学では副学長にお会いし、産学地連

携プロジェクトについて非常に熱心な説明を受

け、ガジャマダ大学工学部の実験室や、大学が

自ら経営している株式会社ガマという会社も見

てまいりました。 
先日、文部科学省で開催された科学技術政策

懇談会でも触れた内容ですが、SEED-Netに日

本が支援する意義について、日本側の視点から

のお話しを致します。 
まず1点目に、ご存知のように、アセアンに

おける最大の課題は、原加盟国（シンガポール、

インドネシア、タイ、マレーシア、ブルネイ等

5カ国）と、新規加盟国（インドシナ半島4カ
国）の間の経済格差が非常に大きくなっている

点です。この経済格差は、東アジア連携におい

て大きな障害になっています。この経済格差を

是正すべく、新規加盟国の経済発展を推進する

ためには、優秀な高等教育人材の育成が必要で

す。このようなことを意識して各国を回ってみ

ますと、日本、ガジャマダ、バンドンなどを受

入国として、ラオス、カンボジア、ミャンマー、

ベトナムから先生や生徒が送り出されているケ

ースが圧倒的に多く、域内の人材育成への協力

という点で、SEED-Netのメカニズムはアジア

地域内に非常に大きな意味を持っていると言え

ます。 
2点目に、今や産業界における東南アジアと

の関係は、かつての垂直的な国際分業から水

平的な国際分業に移行し、日本の企業も、タ

イならバンコクで部品から一切を現地で生産

し、ノックダウンして輸出するという時代に

入っています。また教育体系も、次第に欧米

垂直型から水平的なものに移行し始め、アジ

ア域内の共通課題に皆で取り組み、知を共有

するという時代に入っています。このような

垂直と水平が交差している状態の中で、

SEED-Netの役割は非常に大きいと感じました。 
特に、域内共通の課題についての共同研究

は非常に重要です。例えばガジャマダ大学で

は、各国から集まった学生たちが、メコン川

の土壌について研究するなど、インドシナ半

島の課題にアセアン諸国が知を共有して取り

組むという新しい流れが出てきています。従

来の欧米崇拝的な流れもありながら、域内で

横軸ができてきたことで、将来的には、教育

分野におけるアジア地域が大きな知の生産工

場になる可能性もあるということを示してい

るのではないでしょうか。 
3点目に、共同研究の発展によってもたらさ

れる結果についてお話しします。地域分業に

おいては、大学と地域の問題がありますが、

現在、インドネシアでは地方分権が課題とな

っています。またODAでも、地方分権と自立

化、民主化の促進が大きなテーマとなってい

ます。このような背景から、インドネシアの

場合、結果的に大学が地方分権に貢献すると

いう役割を担うようになってきたのではない

かと、私は感じています。 
4点目に、SEED-Netで育成された人材が、

日本にとって、あるいはアジアにとって、ア

セアンのオピニオンリーダーになる可能性が

あるということです。今後、域内でコミュニ

ケーションが進んでいく可能性がある中で、

将来的に域内の大使や大臣の間で、同じ釜の

飯を食った仲間のような関係が形成されるこ

とが期待されます。 
ちなみに、SEED-Netプロジェクトの終了時

には約400人の修士と博士が誕生している計画

ですので、仮にフェーズ2まで継続されれば、

相当多くの人材がアセアン域内に輩出されま

す。 
5点目に、日本のODAの世界では、アセアン

諸国、特に原加盟国は、卒業のレベルに達し

ているので援助しなくても良いというような

議論が主流となりつつありますが、私は反対

意見です。モノやカネの援助卒業は考えても

良いでしょうが、ヒトの交流や共同研究等を

通じて、人的な繋がりを継続していく必要が

あると言えるでしょう。このような意味で、

私はODA卒業論を繋ぐ一つの大きなパイプと

して、また日本のアセアン戦略、外交戦略に

おいて、SEED-Netは非常に重要な意味を持ち、
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かつ、援助の形態としても、従来のモノ、カ

ネの援助から、人的ネットワークの形成に移

行しているという点で重要な意味を有してい

ると思います。 
各大学の学長との対話の中でも、やはり人的

ネットワークの構築は、大学にとっても非常に

大きなメリットがあるということを聞きました。

例えばチュラロンコン大学では、大学の国際化

を一層促進できると言われておりました。私は

このことをODAの観点から強調したいと思いま

す。自称、ODA広報エージェントとして、この

点を強調して、政府にものを申していきたいと

思っております。以上です。 
 
○ 戸田   

荒木さん、どうもありがとうございました。

お二方のお話を伺って、非常に重要なポイント

について改めて学ばせて頂きました。宮尾さん

から、非常に規模が大きく、社会にインパクト

がある円借款事業における大学連携についてお

話頂き、かつ、荒木さんから、ネットワークの

重要性についてお話し頂きました。最初の問題

設定で取り上げたように、途上国と日本それぞ

れについて見ることも大事ですが、途上国と日

本の関係性において、大学が国際連携により良

くコミットしていくことが重要ではないかとい

うことを考えさせられました。 
それでは、皆さんからいただいた質問にお答

えするべくセッションに移りたいと思いますが、

その前に、先程ご講演頂きました河村先生と糸

井先生に、言い尽くせなかったこと、あるいは

これから先の議論に先立ってどうしても触れて

おきたいことなどについて、恐縮ですが、それ

ぞれ5分程度でお願いしたいと思います。 
それでは、河村先生からでよろしいでしょう

か。 
 

○ 河村   
それでは、ボーナスの機会を与えられました

ので、説明を付加したいと思います。講演で省

いてしまった部分で、JICAのインドネシアのス

ラウェシで1997年～2002年まで関わった、貧困

軽減のための総合農村開発についてお話ししま

す。 
我々が担っていた地域の参加型農村開発を推

進するためには、このコンポーネントが必要だ

ということは分かっていました。その第一はコ

ミュニティレベルでの参加型村落開発で、その

次は地方行政を支える制度でした。当時は全て

が中央で統括されており、地方行政という言葉

すら無いと言っても過言ではない状況でした。

さらに、地方行政を担うステークホルダー育成

のための人材教育の必要性が第三のコンポーネ

ントでした。その中で、我々は5年間でできる

ことを考えなければなりませんでした。そこで、

その地域が自立発展できる状況を作るにはどう

したらいいかという目で見た時に、結果として

ハサヌディン大学という、インドネシア東部の

リーディングユニバーシティであると自認して

いる大学に行き着きました。NGOも数多くあり

ましたので、ニュートラルな立場である我々が、

そういう意見の異なる人々の糊代としてやるこ

とにより、地域が自立発展するという制度がで

きたのです。 
我々の当初の目的は、大学と地域との連携を

構築すること自体ではなかったのですが、大学

がその地域と地方行政とNGOと連携しながら地

域を支えていくという制度が、結果的に構築さ

れました。勿論、途中からはその点を意識して

プロジェクトを実施していったのですが、実は

日本の大学でもそのような地域連携の視点が基

本的に要求されているということです。日本も

グローバライズした経済の中で、どのように地

域を活性化していくかを考えた時、そこにある

資源をすべて動員しながらその地域を支えてい

くという仕組みを作るのに重要な役割を果たす

のが大学なのです。 
我々がREC（Ryukoku Extention Center）を設

立した思いは、この点にあります。このモデル

となったのが、1864年にアメリカでモリルアク

トという形で各州に最低1校ずつ設置された土

地付与大学です。このような大学が責任をもっ

て、地域の農業、工業と地域の発展に寄与する

というやり方、それをUniversity Cooperative 
Extensionと呼んでいますが、アメリカでは150
年間営々とそういうノウハウを蓄積し、それを

ベースに、農業が自由競争化したわけです。つ

まりアメリカの農家は、背後には大学のバック

アップがあって動いているのです。一方、日本

の場合は、農家は裸の状態で頑張れという状態

に置かれているという違いがあります。 
前述のような大学と地域の連携の形をどのよ

うに構築していくかが我々の課題であり、これ

により、地域、開発途上国においてより一層深

刻である格差を是正していくことにも貢献でき、

またそこから学ぶことは非常に大きいと考えて

おります。技術移転ではなく、共同で一緒に考

えていくことが最も重要になるだろうというの

が、私が伝えたかったメッセージです。 
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○ 戸田   

どうもありがとうございました。続いて、糸

井先生、お願いします。 
 

○ 糸井   

私は発表の中で概ね言い尽くしましたが、ガ

ジャマダ大学の産学地連携プロジェクトは3年
で終了しますが、人材育成という観点からする

と、河村先生もおっしゃられていたように、共

同研究を長期的に続けることで、相手側の人材

育成にも長期的に取り組んでいくということが

非常に重要であると考えています。その際、途

上国のフィールドを新しい研究テーマの対象と

してのみ捉えるのではなく、相手側の立場に立

って考えると同時に、我々大学の人間にとって

も、日本側の研究者にとっても、共通の研究テ

ーマとなるような課題に取り組んでいくことが

必要ではないかと感じています。私からは以上

です。 
 

○ 戸田 

どうもありがとうございました。それでは、

これより本日ご参加の皆様から頂いたコメント

及びご質問を共有させて頂きたいと思います。 
まず先生方のご講演に関する質問からいきま

すと、「河村先生がおっしゃった黒船とは何を

指すのでしょうか」とか、あるいは糸井先生の、

「20％の上納金とは政府への税金なのでしょう

か」、「KKNと呼ばれる大学のコミュニティ奉仕

活動についてもう少し知りたい」といった質問

がございました。また「産学はよくわかったけ

れども、学地について、もう少し現場での実態

を知りたいといった質問が複数ございました。 
それから一つ目の設問との関連でも様々ござ

います。簡単にご紹介しますと、「グローバル

化が否めない中で、地域連携や地域の大学に一

体どのような意義があるのだろうか」、また

「ICTについて、JICAを含む援助機関はどのよ

うなことを考えているのか」といった質問がご

ざいました。これらについても時間の許す限り

お答えしたいと思います。 
また役割分担について「大学と産業連携に関

して、産業の問題は産業界に任せておけば良く、

大学が産業界で何を担うべきなのか」という根

本的な問題提起もございました。これは、大学

がもつ公共性と企業の立場との関係を予定調和

的にどう処理していくのかという点で非常に深

い問題であると思います。 
さらに、鋭いご質問で、「短期的で目にみえ

る成果を意識した地域及び産業との連携を考え

ていくと、大学の本来の役割としての長期的な

活動あるいは社会貢献、さらにいうと、普遍的

かつ学問的に価値の高い基礎研究などがおろそ

かになるのではないか」という非常に鋭いご指

摘も複数頂いております。 
また、プロジェクト運営の観点から、「プロ

ジェクトによる協力が終了してしまえば結局も

との木阿弥ではないか」とか、「大学のキャパ

シティそのものの基礎力を作ることをもっと考

えてはどうか」というご提案もございました。 
それから、「そもそもこういった事柄につい

て、きれい事をいうけれども、どんな形で評価

するのか」、「基礎教育、その他の比較的目に見

えやすい協力の成果と比べて、途上国における

大学を巻き込んだ協力の実施は効果的と言える

のかどうか」、「高等教育支援はユニットコスト

が高いのではないか」というような、ご指摘も

ございました。また「大学を巻き込むことは協

力の見栄えをよくするだけではないか」といっ

たようなコメントも頂戴しております。 
二つ目の設問に関しては、日本の大学との関

係について、「工学系では、それなりの回路が

できていることが分かったが、人文科学系で果

たしてどの程度日本が貢献できるのか不明であ

る」といったコメントや、「日本の経験、技術

移転をすることが技術協力なのか」という議論

もございましたし、「モデル化して移せるもの

と移せないものというメルクマールについて、

もう少し掘り下げてみたい」というご意見もご

ざいました。 
それから少し観点を変えて、「日本の大学人

及び大学が、国際協力や地域開発に関与するこ

とによるインセンティブメカニズムの構築が必

要ではないか」という非常に建設的なコメント

もございました。さらに、「大学人よ立て、と

貴方方は言うが、大学への業務委託や、あるい

はJICA、JBIC、文部科学省のサポート体制は一

体どうなっているのか」といったご意見もござ

います。これらに関しても時間の許す限りで対

応を試みたいと思いますし、もし可能であれば、

文部科学省からもキーパーソンの大山室長が会

場にお見えになっていますので、お答え頂けれ

ばと思います。 
概ねこのような全体像でございますが、今ご

紹介申し上げた順番で、質問を紐解いていきた

いと思います。ご紹介と同時にご指名すればよ

かったのですが、大体あうんの呼吸で、皆さん、

この緊張感をぜひ共有して頂きたいと思います。

それでは、「黒船」から参りましょう。河村先

生、お願いします。 
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○ 河村   

講演の中でも申し上げましたが、1980年代半

ばに最初に龍谷大学の大学改革に取り組み始め

た当時、学内では大学が変わる必要性が十分に

認識されていない状況でした。そのような状況

で何が必要だったかというと、大学に対する周

囲からの評価という「黒船」だったわけです。

具体的には、当時の学長と話をして1,300万円程

度の費用で、コンサルタント会社に市場調査を

お願いし、龍谷大学が一体どのように市場から

評価されているかということを調べる価値があ

るということを淡々と言わせてもらいました。

結果は予想できていましたが、非常に厳しい評

価で、ショックを与えましたが、そこで何かし

なければいけないというようなショックが必要

だったということが「黒船」を作ったという意

味なのです。 
それが90年代からは旧文部省から積極的に大

学を変える政策が様々打ち出され、環境が整備

されましたので、内部で「黒船」を作る必要が

なくなり、かえって改革し易くなったという話

です。 
 
○ 戸田   

どうもありがとうございました。 
それでは、糸井先生、KKN活動、それから20

％の話、それから学地連携についてもう少しご

紹介いただけますか。 
 
○ 糸井   

まず簡単な方の、共同研究の研究費に対する

税金について、聞き取り調査で分かったことな

のですが、消費税という形ではなく国の税金と

して納めるもので、例えば外部から100万円の

共同研究費を受け入れたとすると、その2割の

20万円を税金として国に納めるということです。 
それから、学生の地域貢献活動（KKN）では、

毎年6,000人の学生を地域に送り出すのですが、

それだけ多くの送り先を見つけるだけでも非常

に大変だと思いますので、非常に驚きました。

これは30年以上の長い歴史をもっており、地域

に対する学生の意識を高めるという意味もあり

ます。地域の産業構造の性質から農業分野への

派遣が多く、農業分野で活動した多くの学生か

ら最終的にレポートが提出され、農学系の先生

はそのレポートから研究テーマのヒントを得て

いるというケースも多いようです。それとは逆

の見方として、単なる奉仕活動ではないかとい

う意見が工学部の先生から出ています。それは、

工学系からすると、自分たちの研究対象となる

産業が少ないという理由で、工学系の学生は零

細企業のようなところにも派遣されているので

すが、そういうところから得るものが少ないと

いう背景があります。このようなことから、工

学部では、KKN活動とは別に、約2カ月のイン

ターンシップ活動を導入しています。 
それから、学地連携についてですが、学地の

「地」をどのように捉えるかという点について、

地域、地方自治体、地域のコミュニティなどと

の連携は、前述のKKN活動を通じて行われてい

ると思います。そういう地域とのパイプができ

ているということは、5月の末にジョクジャカ

ルタ南部で大きな地震があった際に、学生のボ

ランティア活動が非常に活発に行われたという

ことがよく報道されていたことからも伺えます。

そういうパイプを利用して、即座にその学生を

必要なところに送り込むことが可能になるとい

うようなベースが、大学と地域の間にはできて

いると感じております。 
 
○ 河村   

RECを作ったときの思いとして、日本の経済

開発の実態を作っているのは地域であるという

ものがありました。これは私の具体的な経験を

申し上げた方がいいと思いますが、コーネル大

学がランドグラント・ユニバーシティ（土地付

与大学）で、私立大学であるにも関わらず、地

域に貢献している大学で、ニューヨーク州の地

域の農業、工業、そして地域の発展について話

をするには、コーネル大学抜きでは話ができな

いのです。 
我々がよく問題にしたかったのは、日本では

地域の題材を研究するのは二流研究者か、ある

いは一流研究者が好意でやれば良いという風潮

が非常に強かったことです。コーネル大学は地

域の開発に関わりながら超一流の研究をやって

いるという自負を持っています。 
一つの具体例として、コーネル大学周辺の酪

農が大学の研究と結びついて、質が高く強い産

業として存在していることが挙げられます。大

学周辺の牧場で取れる各乳牛の乳量や飼料の内

容などのデータは毎朝大学に提出され研究材料

になります。データはコンピュータで加工され、

すぐに酪農家に研究者のアドバイスとともにフ

ィードバックされます。そうすると、各農家は

自分の農場の状況を把握でき、よりよい乳牛の

飼育に役立てることができるのです。このよう

なバックアップ体制によって農業が支えられて

いる状態で、農業の自由化が進められているわ

けです。一方、日本の農家はそうではなくて、

- 26 -



 

バックアップ体制が無い状態でただ頑張りなさ

いという状態で自由化されています。 
結局、グローバル化した時には、地域力ある

いは社会の総合力がどこまであるかということ

がポイントとなり、上述のような制度が整備さ

れているかどうかが重要になると考えています。 
 
○ 戸田   

ありがとうございました。 
グローバル化の話が出ましたが、これと関連

したJICAに対する質問もございまして、ICTに
関する協力、特に高等教育との関係のみに絞っ

て、JICAの渡辺T長から手短に説明申し上げた

いと思います。 
 
○ 渡辺   

グローバル化とICTは表裏一体であるという

認識から、JICAとしては、ICTが、経済の生産

性の向上、行政サービスの向上、それから社会

サービス、教育等の向上をはじめ、国民生活を

向上させるものとして非常に重要なツールであ

ると考えています。その観点から、JICAの重点

分野としまして、ICTに関連する政策支援、人

材育成、インフラ整備の3本柱がございます。

これらの整備によって、ICTをツールとして様

々なセクターで活用していくということとして

おります。 
 
○ 戸田   

それでは、非常に重たい問題を二つまとめて

議論したいと思います。大学の産業との連携と

中長期的な視野との予定調和、すなわち、一言

で簡単に申し上げますと、伝統的な大学の理念

に照らし合わせて、産業界と連携するという、

いわば営利企業と組むということをどのように

捉えるべきか。これは大学の公共性の問題で、

果たして短期的な成果ばかりを大学が追求して

良いのかといったストレートフォワードな問題

に対してまとめてお答えいただきたいと思いま

す。 
 
○ 荒木   

一つは、企業とのデマケの問題というところ

で触れられたと思いますが、そもそもインドネ

シアやその他の国でも、バンコクやジャカルタ

といった大都市には黙っていても大企業が集中

します。一方、第二の都市と呼ばれるチェンマ

イなどでは零細以下の小さい企業が多く見られ

ます。また市場性もあまりなく、よっぽど豊富

な資源がない限り企業は進出しません。つまり、

地域の産業化、地域の経済活性化は自らが立ち

上がらなければ、外国の企業勢力を当てにして

も、なかなかそれが当てにできないというのが

現状だと思います。 
そういう中で、ガジャマダ大学はジャワ中部

の地域において、大きな高等人材育成に取り組

んでいるわけです。人材を自分で育て、その人

材を地域に生かすためにも、大学が最後まであ

る程度責任をもって人材の活かし方まで考える

ということが、途上国の大学の宿命的な役割だ

と、私は考えています。そういう特殊な立場に

立たされている途上国の大学ですので、我々日

本の大学と同じように理解してはならないと思

います。これは貧困の中でそういう形が作られ

ていると考えています。 
ですから、私は、産学連携の場合、特にJICA

がそこで役割を果たすということは、一番零細

の企業、つまり、大企業ではなくて一番貧しい

人々が参加する小規模な企業の方々への支援は、

貧困削減と同義語であると思います。そういう

地方の小さな企業を振興させ、例えば就業率、

就職の人数を増やしていけば、それだけ貧困が

削減されることに繋がります。最近ではアフリ

カでの一村一品運動が話題になっていますが、

地域の一村一品運動的なものに大学の知が加わ

り、技術開発が加えられることによって、より

一層付加価値を高めていくことができます。こ

ういうことも、やはり地方が立ち上がらなけれ

ば誰も手助けはしてくれません。私は、長年途

上国の地方をみてきてそう思います。 
つい最近、JBICの学生論文募集の中に、地方

で産業がないためにジャカルタあるいは海外に

高等教育人材が流出するというブレーンドレイ

ン（頭脳流出）が進行して、地域には還元され

ないという問題にどのように対応するかという

論点で書かれた論文があって、大学が周辺地域

の課題を取り上げることで学生の関心が地域に

とどまり、ブレーンドレインの歯止めになる可

能性があるというものでした。産学地連携はま

さにその点を突いていると思いました。  
 
○ 戸田   

これは非常に興味深い問題ですが、これにつ

いて何かご意見のある方はいらっしゃいますか。 
 
○ 糸井   

我々は工学系の分野ですので、途上国の大学

からは少々かけ離れるかもしれませんが、産学

連携を考える時に、工学系分野での問題は、そ

の工学の現場から起きてきます。実際に産業界

でどういう問題が起きているのかということを
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見てみると、産業界においても、自分たちで解

決できるものと、できれば大学に任せたい問題

の、2種類があり、特に後者のような問題につ

いて、大学の強みを生かした産学連携を我々は

やっていくべきだろうと考えています。従って、

そういう観点で途上国でも産学連携がうまく繋

がっていくと良いのではないかと思っています。 
 

○ 河村   

先ほど荒木さんが言及されたことは、途上国

だけではなく、我々の大学も含めて日本の地方

の大学においても全く同じ状況です。例えば龍

谷大学のある滋賀県は70年代後半に急速に工業

が発展しました。そのために、大企業を誘致し

ましましたが、約500の地場産業には全く影響

与えませんでした。そこで、グローバル化した

経済の中で、オンリーワンとして存在する中小

企業が 100社できれば十分な地域産業として成

り立つと判断したわけです。このようなことか

ら、RECの目標は、オンリーワン企業 100社を

生むという数値目標を立て、そのためにRECあ
るいは龍谷大学はどこまで責任を持って関われ

るかということを追求してきました。グローバ

ル化した経済の中で、地域を維持するためには、

どこまで総力戦を展開できるような状況でシス

テムを作ることができるかが重要であるという

理解で、我々は取り組んでおります。 
 
○ 戸田   

次にまた非常に難しい質問三つをまとめて、

宮尾さんにお願いしたいと思います。 
一つ目は、高等教育分野への支援という難し

い協力で、協力が引いた後、跡形もなくなって

しまうのではないかというサステイナビリティ

に関する質問です。 
二つ目は、大学の研究機能だけでなくマネジ

メントなどの基礎的な部分の能力向上にもっと

意を砕いていいのではないでしょうかというご

指摘です。これは渡辺さんも補足があればお願

いしたいと思います。 
それから三つ目は、国際協力の評価に関する

もので、大学人を巻き込んで、一見格好の整っ

たような途上国への協力をすることが、果たし

て他の協力と比較して評価できるものなのか、

またどのように評価しているのかという質問に

ついてです。援助する側として、どういう形で

評価しようとしているのか、あるいはそこでの

基本的な考え方は何かということも含めてお答

え頂ければと思います。 
さて、この三つの問題にお答え頂く前に、民

様から頂いた非常に有益なコメント二つをご紹

介させていただきたいと思います。 
一つは、「大学人よ、学べ」というコメント

です。これはパネラーの方からもコメントを頂

いておりますが、特にこういった困難でチャレ

ンジングな営みに日本の大学が参加していくこ

とで、大学機関や大学人はもっと学ぶ余地があ

るということに賛同を寄せて頂いた方々がいら

っしゃいましたので、ご紹介させて頂きます。 
それからもう一つ、これは河村先生のインプ

ットに触発されてお書き頂いたのだと思います

が、一部のエデュケーション・インスティテュ

ートの方の大学が、エリート教育から一般の市

民を育成する教育機関になろうとしているとい

う世界の潮流の中で、途上国において市民を育

成するということに何らかのポテンシャルがあ

るのでしょうかというようなコメントもござい

ました。これも深掘りしたいところですが、そ

ろそろ宮尾さんにお願いしたいと思います。 
 
○ 宮尾  

サステイナビリティの問題は教育関係だけで

はなく、すべての円借款事業において常に問題

になっております。特に高等教育の関係ですと、

教育資材や研究資金等による機材の購入で、日

本の大学と先方の大学の共同研究で途上国側が

必要とする機材をプロジェクトの中で購入する

というのがあるのですが、相当ハイテクな機材

で、スペアパーツが簡単に入手できないような

ものもございます。例えば東南アジアですとシ

ンガポールから業者を呼ばなければならないよ

うな場合もあり、そういう点で、研究機材を選

択する際には相手国での機材の調達可能性や相

手国の能力、日本側の協力大学の機材との整合

などをご検討頂く必要があると思っております。 
また円借款による融資は、事業が終了した後

のメンテナンスなどについて永遠にフォローし

ているわけではありません。大学が使える資金

が多様化していることもありますので、大学自

身でメンテナンスしていく努力をする必要があ

ると思っています。先ほど申し上げた民間との

連携や、CSRなどを活用して、企業をもっと巻

き込んでいくことも可能と考えます。例えば日

本企業が進出しているような途上国であれば、

高等教育支援は最終的に優秀な人材を提供して

くれるということで、これらの日本企業にとっ

てもメリットがあります。こういった様々な資

源の開拓に大学自身が取り組んで、また援助す

る側もそのような資源の活用を見越して様々な

プレーヤーを巻き込んだ形で案件を形成する必
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要があると思います。 
最近のプロジェクトの特徴として、大学の教

職員の能力の強化のための研修や留学を実施し

ている点がございます。 
それから3点目の評価については、誰が誰の

評価をするのかという点が不明瞭なのですが、

いかがでしょう。 
 
○ 戸田   

評価の対象としては、途上国において大学を

キープレーヤーとして考える我々の協力を、一

体どのように評価しているのかいうことではな

いでしょうか。 
その中で、質問された方の仮定としては、高

等教育協力は割高ではないかとか、サステイナ

ビリティは確保されているのか、あるいは評価

しづらいのではないかといったようなものがご

ざいます。人材の育成、研究機能の強化、それ

を通じた社会貢献、サステイナビリティといっ

た場合に、最近、成果主義と言われている中で、

我々はどのように考えればいいのかという、非

常に根源的な問題でございます。 
 

○ 宮尾   
確かに、教育案件の評価というのは今後いろ

いろ課題があると思います。例えば留学生借款

などを使って日本に多くの留学生が来ているの

ですが、その後、その方々が国に戻られてどう

いう役割を果たしているのか、どういう業界に

就職されているのかといったトレース調査をし

ていかなければいけないと思っておりますが、

まだまだこれからの課題です。 
それから、留学生を受け入れる大学には、途

上国も含めた各国からの学生が集まってくるの

で、同窓会のような形で、その後のネットワー

クをキープさせることも大きな課題だと思って

おります。それは大学だけではなく、その支援

を行うJBICにとっても大きな課題であります。 
 
○ 荒木   

評価について、戦後賠償留学生から始まって、

多くの留学生の方々が国に帰って要職について

頑張っておられる姿を見ます。今回お会いした

SEED-Net事務局長のクリサダ氏は、チュラロ

ンコン大学の準教授で、京都大学の博士課程で

日本の産業構造について勉強され、今度2007年
に開学予定の泰日工業大学の学長予定の人物で

す。学長推薦に関しては、日本の多くの方面か

らクリサダ準教授氏に多くの支持が集まったと

いう背景があります。また、彼自身も今後日本

の多くの教授陣に協力をお願いしたいと言って

おり、日本で築かれた人脈が先に繋がっている

好例といえます。こういう流れについて、JICA
でも詳しく追跡調査をしていけば、それが評価

に繋がっていくのではないでしょうか。 
 
○ 戸田   

ありがとうございます。先ほど関係性という

点でご指摘いただきましたが、まさに日本との

関係でも、我々は、もっと協力を総合的に評価

していかなければならないと思っております。 
渡辺さん、どうでしょう。JICA側から、宮尾

さんと荒木さんのコメントにつけ加えることは

ありますでしょうか。 
 
○ 渡辺   

マネジメントに関する質問についてコメント

させて頂きますと、先ほど私の発表の中で触れ

ましたJICAによる高等教育分野の評価結果の総

合分析の中で、高等教育案件の中でもマネジメ

ント強化に取り組んでいかなければいけないと

いう提言がありました。昨年度には、桜美林大

学の潮木先生にもご協力頂き、高等教育のマネ

ジメントに関する調査研究も行いましたので、

この点を強調していきたいと考えております。 
大学におけるマネジメントにおいては、ヒト、

モノ、カネ、をいかに最適な状態で動かすかと

いうことであると思います。日本国内でも、途

上国の大学マネジメントに対してアドバイスで

きる人材や組織がなかなかないというのが実情

でして、この分野について、今後より強化する

必要があると考えております。 
 
○ 戸田   

それでは続いてのテーマは、人文科学系の取

り組みについてです。特に日本の大学による国

際協力で、人文科学系はポテンシャルがそもそ

もあるのかどうか、またあるとすれば、どこを

どのように開発していけば良いのかという、我

々にとっても悩ましい問題です。 
これと関連づけて、そもそも日本の経験を活

かして協力に臨める場合と、そうではなく、む

しろ我々自身が学びながら国際協力に貢献して

いくという場合があると思いますが、これを仕

分ける基準を我々はどのように考えていくべき

かという非常に難しい問題について、今頷いて

頂きましたので、河村先生にお願いしようかと

思います。 
  
○ 河村   

私はプレゼンテーションのところで、RECの
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成果として、教育と研究という大学の機能、そ

れに対する人文社会系と自然科学系との2対2の
テーブルを表示いたしました。テーブルでAが

付いているのは、実は研究分野の自然科学系だ

けで、人文社会系の方はCしか付いていません。

あと、教育の方はどちらもBが付いています。 
教育がAでなくBであることが示しているこ

とは、大学の教育が演繹的な方法から帰納的な

方法への転換が必要だということです。これは

考え方をがらりと変えるということを主張して

いるのではなく、今まで演繹法的な理論中心の

教育が90％を超えている状態だったものを転換

し大学の教育と研究のバランスを考えていくべ

きであるという意味です。これは自然科学系と

人文社会系のバランスであると同時に、帰納法

的な教育と演繹的な教育のバランスでもありま

す。日本の場合は、演繹法が余りにも強かった

と私は感じております。ではどのような形で帰

納法的な教育方法を築いていくのかということ

ですが、今まさにそのプロセスにあると考えて

います。 
RECの中で、人文社会系の先生にお願いして

いくつかやったことがありますが、私の見る限

り、ことごとく失敗しております。一般社会で

働いている人間からすればコストベネフィット

が重要であり、機会コストの感覚が非常に強い

ため、企業関係者が2時間大学で話を聞くのと、

同じ時間をかけて営業に回るのと、どちらがベ

ネフィットが高いかが比較されます。結果、人

文社会系の場合、やはり大学で話を聴くことは

意味がないと判断される。この結果だれも大学

に来ないという状況が具体的に起こってしまい

ます。 
問題は、我々が実際の研究教育に取り組む際

に、どこまで現場に密着した研究教育を行える

か、どうしたらそれが当たり前になるような大

学にしていけるかというところだと思います。

我々がインターンシップとか、コーオペレイテ

ィブエデュケーションなどに取り組みながらも

がいているのはそこなのです。 
そういう点では、日本の場合、人文社会系は

自然科学系とは異なるという言い方をしました

が、技術移転にはなかなか至らない。従って、

むしろ一緒に考えていくというスタンスで取り

組むのが良いと思います。それはインドネシア

で私が関わったJICAのプロジェクトでもそうで

したが、我々は技術移転のために協力を実施し

たとは思っていません。相手と一緒に考えなが

らシステムを作り上げたというつもりでいます。

同じことが今後も要求されるでしょうし、そこ

から我々が学ぶことも多いと思います。具体的

に言いますと、人文社会系の場合で特にそうで

すが、共有値と固有値という視点で考えた場合

に、固有値知をどう評価するかというのは非常

に大きな問題です。現代の日本社会は様々な点

で固有値だといわれていますが、共通項はない

かと言うと、実際はあるわけです。JICAから海

外での協力機会を与えられて非常に有益である

のは、外国でのプロジェクトに関わることで日

本の固有値を知る非常にいい機会が与えられる

という点です。そこから我々の強みと弱みをど

のように組み立ててグローバル化した経済に対

応できるのかという問いに答える手がかりを知

ることができます。そういう点で、人文社会系

でも関わっていくことが非常に重要であると考

えているのです。 
 
○ 戸田   

ありがとうございました。 
続いて大学及び大学人のインセンティブにつ

いて、糸井先生お願いします。糸井先生ご自身

は日本での貴重な仕事の代わりに国際協力に勤

しんでおられるわけですが、日本の大学人及び

大学として、途上国での国際協力に積極的に参

画するためのインセンティブは果たして今十分

なのか、十分でないとすれば、どこをどのよう

に、誰が変えていくべきか、というようなこと

についてご示唆を頂戴できればと思います。 
 

○ 糸井   

国際協力に関わることに対するインセンティ

ブは、組織的な面からのインセンティブと、個

人的なインセンティブがあると思います。 
組織的なインセンティブについては、皆様ご

存知のように、大学が法人化されてから、各大

学で中期目標を立てておりますが、その中で、

国際性を強調している大学があります。それは、

多くの留学生を受け入れているということで、

留学生の出身国との関係を強めていこうという

ことです。このように中期目標の中に国際協力、

国際性の向上を掲げている大学では、ある意味

では国際協力をやらないといけないという面も

あります。 
個人的な面からのインセンティブとしては、

我々が留学生を受け入れて、修士号や博士号を

取得させ、彼らが本国に帰って活躍することを

支援しているわけですが、例えば留学生が帰国

後にインドネシアの大学の研究分野で非常に活

躍してくれると、教師冥利に尽きるということ

があります。そういう意味では、帰国後の研究
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環境が非常に悪く、本人の研究に対するインセ

ンティブが次第に落ちていくような事態を避け

るために、継続的なフォローアップが必要であ

ろうと思います。ただし、大学の本来業務は研

究教育であるという関係者の意識がまだ強く、

国際協力関係の仕事をやっていく上では、個人

のインセンティブだけでなく、学内での理解も

必要ではないかと思います。研究教育に加えて

国際協力の仕事に取り組むこと自体をある意味

で本来業務として評価するというような体制が

できれば良いと思います。大学の方でもそうい

う形で変わらないといけないという気がしてお

ります。 
 
○ 戸田   

若干そういうインセンティブに欠ける中、い

つもご協力ありがとうございます。 
それでは、文部科学省の国際協力政策室長の

大山さんに、我が国政府の大学に対する支援に

ついてコメントを頂きたいと思います。よろし

くお願いします。 
 
○ 大山   

ご指名ありがとうございます。文部科学省国

際課の大山と申します。 
今、ちょうどいい質問を頂いたところなので

すが、私ども今議論されているような問題意識

で、国際教育協力懇談会を本年の2月から8月ま

で行っておりまして、委員のお一人として荒木

先生にもご参加をいただき、外務省さん、JICA
さん、JBICさんにも同じテーブルで議論に参加

頂き、8月末に報告をまとめたところでござい

ます。 
報告のタイトルは「大学発 知のODA～知的

国際貢献に向けて～」ということで、大きなメ

ッセージとしては、大学の知的な援助リソース、

研究成果や教育機能を国際協力にどう活かすか、

その具体的な方策を提言頂いたところでござい

ます。まさに、糸井先生からもお話あったとお

り、大学にとって、国際協力はただのボランテ

ィア活動では続かないと私どもも考えておりま

す。そういう意味で、大学にとっても途上国協

力が大学の研究の新展開になり得る、あるいは

教育面、人材育成面でも何らかの新しい発見が

あるということを認識し、日本の大学と途上国

の双方にとってメリットのある形での協力を進

めたいというのが背景にある思想でございます。 
文部科学省としての支援策も、勿論盛り込ん

でいるのですが、支援策の一つは、国際開発協

力サポートセンタープロジェクトでございまし

て、既に平成15年度からスタートしています。

今回の報告をテコにして、このサポートセンタ

ープロジェクトを抜本的に強化、見直しをしよ

うということで、大学による様々な形での国際

協力活動全体を支援するワンストップサービス

のような機能を果たすことを期待し、推進して

いこうとしているところでございます。 
このため、平成19年度の予算で、現在、5.1億

円ほどの予算を国際協力イニシアティブという

ことで概算要求させて頂いておりまして、財務

省にその必要性を説明している最中でございま

す。このイニシアティブではサポートセンター

プロジェクトに新たに三つの機能を強化するこ

とを予定しております。 
一つ目は、国際協力の「目利き人材」による

大学の支援でございまして、途上国のニーズを

把握し、これと大学の知やリソースをうまく繋

いでいくための大学に対するアドバイス、コン

サルテーション等を提供する人材をサポートセ

ンターに配備していこうというものです。 
二つ目は、大学の知のブラッシュアップを目

的とて、これまでの日本の教育経験を体系化、

整理、共有化して、途上国協力に役立てていこ

うというものです。大学の知も、そのままでは

必ずしも途上国協力ですぐに活用できないもの

もありますので、これをブラッシュアップする

などの活動支援も考えております。 
三つ目は、大学の知を、援助機関や途上国と

繋ぐための、「知の見本市」機能というものを

考えております。いろいろな関係者による知的

なネットワーク、人的な繋がりを形成し、相互

間で情報が共有され、良い形でお互いが結びつ

いて、有効かつ効果的な途上国協力を可能にす

ることを目指すものでございます。 
また、先ほど大学の中で、国際協力に取り組

む教員の評価が話題に上りましたが、大学に期

待する改善事項も、本報告の中に盛り込んでお

ります。「あの先生、たまたま好きだから勝手

に国際協力をやっている」というのではなくて、

組織として大学が国際協力をバックアップする

体制をつくっていくこと、あるいは教員評価の

中で国際協力活動がきちんと評価されるという

ことを大学に対しても期待申し上げているとこ

ろでございます。 
詳しい内容は色々あるのですが、文部科学省

のホームページでもご紹介しておりますので、

ご覧頂ければと思います。 
ありがとうございました。 
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○ 戸田   

予定外かつ急遽の依頼にも関わらず、お話し

頂き誠にありがとうございます。 
さて、私の手元にございました付箋（質問）

は全てなくなりましたので、ここからの限られ

た時間は、フロアの皆様にもう一度開かせて頂

いて、今までの議論の中で拾い切れなかった大

事な論点を拾いたいと思います。その中には、

冒頭、荒木さんからご指摘のありました、日本

と途上国との関係における本件のテーマの意義

についても改めて認識したいところでございま

す。勿論、それ以外の質問も歓迎いたします。

いかがでしょうか。どなたか、この論点が抜け

ているというようなご指摘がございましたら、

時間の関係もございますのでコンパクトにお願

いしたいと思います。ご所属、ご氏名を頂戴い

たしましてコメントを頂ければと思います。 
 
○ 質問者   

色んなプロジェクトが動いていることをこう

いうところで勉強させて頂けるのですが、プロ

ジェクト間のノウハウなどがどのようにリンク

されていくのか、それがどのようにJICAの次の

プロジェクトのデザインに活かされるのか、ま

た文部科学省や外務省等との連携がどのように

行われているか、この辺りについて何かビジョ

ンがあるのかどうかということをちょっとお伺

いできればありがたいと思います。 
 
○ 戸田   

僭越ながら、私からお答えさせて頂いてよろ

しいでしょうか。 
ビジョンというほどではありませんが、現在

のJICAの部署において、その点を最も大きな問

題意識として持っております。この直前の打ち

合わせでも、特に荒木さんをはじめ、他のパネ

ラーの方々から、ご叱責を頂戴したところです。

すなわち、縦割りです。色んな類似のプロジェ

クトが動いているのに、相互の連関、情報の共

有、フィードバックがなされないままに、それ

ぞれが動いているのではないかということです。

そういう状況を、どうやって変えていくかとい

うことです。 
先ほど渡辺チーム長の方から紹介しましたが、

様々な総括的な評価も行い、それを報告書の形

でまとめ、共有するということをやっておりま

すが、最も大事なことは、やはり今動いている

もの、そしてこれから動くものでどういう仕組

みを提供していくかという点です。先ほどから

話題に上っておりますSEED-Netでは、アセア

ンのトップクラスの工学系19大学の間でネット

ワークを形成し、日本側の10大学との連携の中

でほかの教育分野への波及について考えていき

たいと思っております。 
JICAが数多く実施している高等教育人材育成

を連携させ、ネットワークの中で凝集性を強く

していきたいと思っております。 
その中で我々が是非考えていきたいのは、

JBICとJICAの統合を将来に控えて、我が国日本

に対してしっかりと報告できる協力にしたいと

いう思いがあります。日本、日本人を理解して

くれ、一緒に発展してくれるパートナーとなる

人材をその中で見出していくという哲学を共有

しながらやっていきたいと思います。 
それから、色々な面で連携しましょうといっ

ても、従来の発想を乗り越えて目標に向かうた

めには、皆が納得して協働していける何らかの

哲学が必要であると考えています。JICAとJBIC
のみで自己完結するのではなく、さまざまな方

々と協力させて頂きながら進めたいと思ってお

ります。 
それでは、あと一つ二つ、ご意見を頂戴した

いと思いますがいかがでしょうか。 
 

○ 質問者   
全く違う観点から、特に糸井先生と河村先生

にお聞きしたいのですが、大学が持たれている

ソフトパワーについて、大学の方々と地域の人

々との連携もソフトパワーの一つであると思う

のですが、大学の学生さんとの連携という点に

ついてはどのようにお考えでしょうか。私自身

は本年就職しましたが、学生時代にずっと国際

協力活動などに取り組んでおりました。龍谷大

学さんもそうですし、SEED-Netの協力大学の

中でも、国際協力に関わっている学生は多くい

ると思うのですが、そういう学生たちとの連携

についてどのようにお考えか教えてください。 
 

○ 戸田   

未来志向のセミナーを締め括るにふさわしい

質問を頂き、どうもありがとうございます。そ

れでは、ご指名ですので、糸井先生と河村先生、

お願いできますか。 
 
○ 糸井   

学生との連携ということですが、たまたま我

々の分野ではフィールドワークが多く、ある地

域を対象にして、例えば九州大学の先生と学生、

ガジャマダ大学の先生と学生が一緒に調査に赴

き、そこで同じ調査をやりながら指導する機会
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がございます。そういう意味で、我々がガジャ

マダ大学の学生に教えることもできるし、我々

の日本の学生もその場で勉強することができる。

このようなことから、これは学生をも含めた共

同研究という形になっていると思います。先生

同士だけではなくて、学生を含めた形で共同研

究を行うことによって、学生への影響といいま

すか、国際性を育成するということを我々のと

ころではやっております。 
 

○ 河村   
具体的な二つの例をお話ししますと、龍谷大

学では、3年前から、NPOボランティア活動セ

ンターというものを大学の中に作りました。こ

れは近い将来、正式にそこでの活動を教育プロ

グラムの中に入れ込むことを考えておりますが、

これに対する学生のリアクションは非常に大き

いです。そこでは、国際協力関係と、ローカル

な関係の二つが同時並行的に動いております。 
また、大学コンソーシアム京都の取り組みに

ついて、現在インターンシッププログラムをや

っており、今年で9年目になりますが、3年前か

らプロジェクト型のインターンシップを開始し、

受け入れ側にとっても、学生にとっても意味の

ある形にしようということで、長期のプログラ

ムになっています。6月開始で12月終了という

カか月の間にプロジェクトを形成してアウトプ

ットを出すというインターンシップを始めてお

ります。ここで現実の社会、受け入れている組

織とか地域にとっても意味のあるものを作り出

すというモデルを作った上で、それをできたら

国際の部分においても活かしてみたいと考えて

います。まだ手探りで作っている最中ですが、

3年目で概ね見えてきているという状況です。 
 
○ 戸田   

よろしいでしょうか。 
それでは、残り2分で、宮尾さんと、荒木さ

んから最後に一言ずつお願いできますでしょう

か。よろしくお願いします。 
 
○ 宮尾   

私どもの方で、特に大学関係者、NGO等を対

象にした提案型調査というものを行っておりま

す。年に2回、各種団体から途上国における開

発に関する調査のご提案を頂くことになってい

るのですが、その際に、なるべく当該国の大学

と組んで提案を出して頂きたいと、最近お願い

するようにしております。 
手続き上の問題で、私どもの受託契約では、

外国の大学や外国の企業と締結することができ

ません。ですから途上国の方で、地域開発に資

するような良いアイデアを大学が持っていても、

我々のスキームには直接応募できないという問

題がございます。また、現在、非常に多くの日

本の大学が途上国の大学と学術交流協定のよう

なものを結んでおられますが、それがほとんど

動いていない状態になっておりまして、まさに

今後このような関係を見直して頂きながら、国

際的な研究や国際協力のパートナーというもの

を探していって頂きたいと思います。私どもの

提案型調査というスキームを活用して頂く際に、

当該国の大学を巻き込んで応募して頂ければ、

当該途上国の大学の能力開発にも資する結果に

なるのではないかと思いますので、最後に宣伝

させて頂きました。 
 
○ 戸田   

ありがとうございます。JICAも、ささやかで

すが、たしか客員研究の枠で、提案型でお受け

するスキームがございます。 
それでは、荒木さん、よろしくお願いします。 

 
○ 荒木   

ご存知のように、今、ODAの予算が年々歳々

削減傾向にある。ODAというのは、SEED-Net
や大学を中心とした地域開発等々についても、

オールジャパンの体制で臨んで、納税者が理解

できる対話をやっていかなければいけないと思

います。それが一方通行で、「井の中の蛙」の

ような理屈で我々だけが自己満足に陥っている

ような世界から、もっと一般社会の中にこのよ

うな話を持ち出していくという流れを作ってい

くことが、これからのJICAの、あるいは大学の

国際化にとっても重要な意味を持っているので

はないかと思います。 
 
○ 戸田   

ありがとうございました。 
これでパネルディスカッション、90分間を閉

じたいと思いますが、最後に皆様、こちらにい

らっしゃる4名のパネリストの方々、それから

大山さんに、拍手を頂戴できればと思います。

どうもありがとうございました（拍手）。 
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